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国際資源パネルは 2007 年に発足して以来、天然資

源の将来、管理および利用について、政策議論に重

要な、かつ独立性と権威ある科学的評価の実施・提

供を使命としてきた。15 もの評価報告書を刊行する

とともに、政策決定者、財界のリーダーおよび市民

社会と継続的な対話を図ってきた当パネルは、天然

資源の持続可能な管理の喫緊性や不可避性を強調し、

資源効率性が有する技術面・経済面での潜在的可能

性や関連の公共政策が目指すべき道を明らかにして

おり、国際社会における説得力ある見解として際立っ

ている。

資源の問題については、2015 年に起きた二つの歴史

的な出来事がとりわけ重要である。一つは持続可能

な開発に関する 2030 アジェンダで、貧困撲滅と我々

が望む持続可能な未来には、資源の持続可能な管理

が不可欠であることを強調している。もう一つは気候

変動に関するパリ協定で、現在と将来の世代のより

良き明日に向けた変革を実現するための、重要な要

素の一つとして、脱炭素化と、経済成長を急増する

天然資源の消費や環境劣化から切り離すること（デ

カップリング）が、共に取り組まれなければならない

ことが確認された。

2015 年 6 月にドイツで開催された G7 サミットにお

いて、資源効率性向上の取り組みへのコミットメント

強化の一環として、先進国、新興工業国、途上国を

含めたあらゆる国を対象とした、資源効率性につい

て特に有望な可能性や対応方法に関する報告書を取

りまとめるよう、G7 国が国際資源パネルに要請した

理由はまさにこうしたことにある。本迅速評価報告書

は、国際資源パネルの科学者・専門家が一丸となっ

て入手可能な最善の科学的知見を徹底的に検討した

結果、実現したものである。本報告書の内容が示す

のは、力を合わせて今すぐ行動することの重要性で

あり、また、資源効率性が周到に実施され、また様々

な部門やレベルにおいて支援されるならば、極めて

大きな潜在性を有していることである。資源効率性

への投資という喫緊の課題が、経済的な成果にもつ

ながりうる。本報告書では、適切に設計された政策

の後押しがあった場合に、資源効率性がどのように経

済成長や雇用の拡大につながるかを示している。

本評価によれば、資源利用の効率が比較的不十分な

分野が多いため、資源効率性が有する潜在的可能性

は極めてい大きい。本研究のために実施されたモデ

ルリングでも、このことが裏付けられた。このモデリ

ングでは、資源効率性と気候政策を組み合わせると、

はじめに
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2050 年までに世界の資源消費量を安定化させ、同時

に所得と経済成長を拡大させることが可能であること

が示された。

今後に向けて、本報告書は世界中の様々な国の様々

な部門における資源効率性向上の例を数多く掲載し

ている。そのことにより、今後の様々な課題を整理

するとともに、相互に学び、成功している事例を拡大

する方法を示した。

最後に、Paul Ekins および Nicholas Hughes 両氏に

は多大な尽力による、資源効率性の潜在的可能性と

経済的意味の理解に向けた最新の総合的視点を提供

していただいたことに深く感謝申し上げたい。熱意

ある有志がいれば、万人の福利厚生を向上させ、今

日と明日の地球を守ることが可能であると思えるのも、

両氏のすばらしい貢献のおかげである。

国際資源パネル（IRP）
共同議長

Dr. Janez Potočnik,
リュブリャナ（スロベニア
共和国）にて

Dr. Alicia Bárcena,
サンティアゴ（チリ） 
にて
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緒言

これまでの 10 年間において、資源効率性ならびに

天然資源の持続可能な管理の重要性が大幅に高まり、

昨年には、17 の持続可能な開発目標という歴史的な

採択がなされるとともに、先進 7ヵ国（G7）の指導

者が持続可能な開発の核として、資源効率性を向上

させる野心的な行動を推進することを決定した。

このコミットメントの一環として、G7 は国際資源パネ

ルに対して資源効率性の潜在的可能性や特に有望な

対応方法に光を当てた統合報告書を取りまとめるよ

うに要請した。そこで取りまとめられたのが本迅速評

価報告書 『資源効率性―潜在的可能性及び経済的意

味』である。本書では、資源効率性の現状と動向を

分析するとともに、先進国、新興国および途上国にとっ

て優良事例と実現方法を紹介する。

G7 国が資源効率性の先陣に立つことは肝要かつ意

義のあることであるが、それでだけでは十分ではな

い。資源効率性を向上させるためには、経済や発展

の多様さを超えて、あらゆる国が協調し、資源の生産・

消費のあり方を変えていくことが求められる。偽りの

ない効果的な国際協力こそが、資源効率的未来への

変革を実現させることができる。

こうした変革はすべての国にとって大きな課題となる

と同時に、天然資源基盤と環境を将来世代のために

保全しつつ、創意と活力があふれ、持続可能で人間

中心の経済を実現する歴史的な機会ともなる。つま

り、資源効率性の全世界的な向上は、2030 アジェン

ダの諸目標を達成するための有効な手段なのである。

資源の課題は地域の実情によって異なるため、すべ

てに有効な解決策はあり得ないことを踏まえつつ、あ

らゆるレベルにおいて明確な政治的意思、行動およ

び決意がなければ、2030 アジェンダを達成すること

はできない。

本報告書に掲載する諸事例は、どのような取り組み

が有効であり、それはなぜなのかを浮き彫りにして

いる。例えば、英国では埋立税の導入がリサイクル

率の向上大きく貢献した。2012 年には全廃棄物の

26％であったリサイクル率が、家庭ごみに限ってみれ

ば 2014 年には 45％近くまで上昇した。日本では、トッ

プランナー制度（機器の省エネ達成基準（平均）を

設定する際に省エネ性能が最も優れている機器を基

準とする制度）を導入した結果、機器の種類にもよ

るが、過去 12 年に 16 ～ 80% の効率向上が見られた。
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本報告書では、農作物の脇に木を植えることで土壌

の地力を向上できることも実証されている。例えば

ザンビアでは、16 万の農家が窒素を固定させる機

能を有するアカシアの木を作物の間に植えたが、ト

ウモロコシの平均収量はアカシアの樹冠の外側では

1.3t/ha であったが、樹冠の内側では 4.1t/ha となった。

本報告書では、作物の脇に木も植えると土壌の肥沃

度を向上させることも実証されている。

こうした事例は、意欲的に力を合わせて取り組むこと

で何が達成できるのかを示すとともに、私たちに希

望と、前進を促す原動力を与えてくれる。この重要

な報告書の内容が、資源効率性向上に向けた揺るぎ

ない取り組みのきっかけとなることを切に願うもので

ある。

最後に、Janez Potočnik、Alicia Bárcena 両氏の主

導の下でこの重要な報告書をまとめられた国際資源

パネルに感謝を申し上げたい。

国連事務次長・国連環境計画（UNEP） 
事務局長
Achim Steiner 
ナイロビ（ケニア）にて、2016年3月
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主要メッセージ

協調行動による資源効率性向上のポ
テンシャルは著しく、経済及び環境に
多大な便益をもたらす。
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1. 環境保護と開発を両立させる持続可能
な開発目標（SDGs）を達成するためには、資
源効率性の大幅な増加が不可欠である。

資源の利用は人類の繁栄の中心をなすものである。

17 の持続可能な開発目標（SDGs）のうち、12 の

目標はあらゆる種類の天然資源について経済全体で

持続可能な管理を実施することに直接関わっている。

今日の資源消費のあり方が、人間の福利厚生に様々

な悪影響を及ぼしている。資源効率性は短期および

長期の便益をもたらすとともに、全体的な経済的・環

境的強靱性を向上させる。資源効率性の向上は、人

類の発展に必要な資源安全保障に欠かせず、またそ

うした発展と環境保護の両立により、SDGs の掲げる

「我々が望む未来」を実現するためにも不可欠である。

2. 気候変動目標をコスト効率良く達成する
には、資源効率性の向上が不可欠である。

資源の採取・加工・利用には多大なエネルギーを必

要とする。そのエネルギーは主に化石燃料から得て

いるのが現状だが、その過程で二酸化炭素（CO2)

等を排出させている。多大な土地利用や土地利用の

変化は CO2 をはじめとする温室効果ガス（GHGs）

の排出を伴う。資源効率性はこうした排出だけでなく、

低炭素技術の多くに必要となる物質消費量の増加に

よる悪影響も大幅に削減することができる。資源効

率性を大幅に向上させることなくして、地球温暖化

の平均で摂氏 2°C 未満に抑制することは困難であり、

できるとしてもその費用は大きく上昇する。

3. 資源効率性は経済成長と雇用創出の促
進に貢献し得る。

資源効率性の向上は経済成長と雇用の拡大にもつな

がるとする、有力な証拠がある。しかし、資源効率

性の向上を達成するためには、イノベーションと技

術変革の速度と方向性を変えることで資源効率性の

障壁を克服するとともに、合理的かつ具体的な規制、

インフラ整備への適切な投資、環境税改革ならびに

資源効率性とイノベーションを支える財政政策と持続

可能な公共調達の戦略的活用を組み合わせることが

必要となる。資源効率性向上の目標を設定し、その

達成状況を把握する必要がある。
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4. 多くの分野において資源効率性を向上
する機会が存在する。

資源利用の多くの分野で効率が比較的非効率なた

め、経済活動における多くの部門で大きな改善の余

地がある。発展途上国では、インフラの設計や開発

の方向性を初めから資源効率性の高いものにするこ

とができる。本報告書のために実施した新しいモデリ

ングでは、資源効率性と気候変動政策 の実施により、

2050 年まで世界の資源消費量を現在のレベルに抑え

つつ、所得や経済成長を拡大できることがわかってい

る。

5. 資源効率性の向上は実際に達成可能で
ある。

様々な部門や経済活動において資源効率性の向上を

実現した実例は、その発展段階を問わず世界各国に

数多く存在する。社会、環境および経済の面で便益

となり、生きる価値のある世界の実現に寄与する実

例である。こうした優良事例に学んでその拡大を図る

ととも、各国の実情に適した転換に向けた政策を策定・

実施することが政策決定者に課せられた課題である。
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1. 序章
注記 : 資源効率性に関する本報告書は、2015 年 6
月に議長国ドイツのシュロス・エルマウで開催された

G71 サミットにおける各国リーダーの要請を受けて、

国連環境計画（UNEP）国際資源パネル（IRP）が

作成したもので、評価報告書完全版（近刊）の政策

決定者向け要約である。完全版は、IRP およびこの

分野に関係する他の国際機関や研究者の主な取り組

みをまとめたものとなっている（UNEP, 2017）。

本書は資源効率性の展望に関する報告書である。資

源効率性が、いかに経済成長と開発に貢献できるの

か、また、いかに物質、エネルギー、バイオマスお

よび水の世界消費量と、その消費による環境影響を

削減できるのか、について検討している。

2015 年は節目の年であった。公平で持続可能な開

発の実現に向けた国際社会による共通のコミットメン

トを確認した二つの歴史的な国際協定の成立を見た

のである。その一つは、17 の持続可能な開発目標

（SDGs）を含む持続可能な開発のための 2030 年ア

1 先進7カ国（G7）は、カナダ、フランス、ドイツ、イタリア、日本、英国、米国。欧州連合（EU）も代表者が出席する。 
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ジェンダである。2030 年に向けた全人間社会の前向

きな志をこれほど完璧に表現したものはない。もう一

つが、国連気候変動枠組条約（UNFCCC）第 21 回

締約国会議（COP 21）で合意されたパリ協定である。

産業革命以前の水準と比較して世界の平均気温の上

昇を 2° C を十分に下回るものに抑えるべく195ヵ国

が誓約した。

2030 アジェンダ、パリ協定ともに、先進国、新興国、

途上国が力を合わせて貧困を削減し、現在および将

来の世代のために地球の資源・生態系を保護すること

を決意したという意味で大きな意義がある。

再生可能エネルギーや非再生可能エネルギー、物質、

水、空気、バイオマス、土地など、資源は人間の福

利厚生の根本をなすものである。本報告書における

資源の定義とその関連用語、ならびに資源消費量の

計測方法をコラム 1 に掲載した。
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本報告書において「資源」とは、財・サービス

を人類に提供する能力を有する物質界の諸要素

のことをいう。したがって資源には、空気（大気）、

水（海水、淡水）、土地が含まれる。土地とは

陸上空間（人間の居住地、および人間以外の生

物の生息地）のことであり、土壌と相まってバイ

オマス と生物多様性の源泉である。地下資源と

は、金属鉱物、非金属鉱物および化石燃料のこ

とであり、化石燃料の燃焼は主要な温室効果ガ

ス（GHG）である大気中の二酸化炭素の主な排

出源となっている。環境エネルギー（例：太陽光、

風力）も重要な資源である。「天然資源」とは、

自然が提供する資源のうち、人間による採取や

加工を経る前のものをいう（例：金属ではなく金

属鉱物）。

物質資源は大きく化石燃料、バイオマス、金属、

非金属鉱物に分類されることが多い。その計測

単位は多くの場合トンである。土地の計測単位

は通常面積（平方メートル等）で、水は体積（立

方メートル等）である。

計測においては、ある地域における産出資源・

環境影響と、ある産品・サービスのサプライチェー

ン全体に関連・由来する産出資源・環境影響や

国別の最終需要とを区別することもある。後者

は、「消費ベース」の指標または「フットプリント」

と呼ばれる。フットプリントは主に、土地（バイ

オマスの産出に必要な土地も含む）、水、物質（金

属および鉱物）、二酸化炭素について算出される。

本報告書において「資源効率性」という用語は、

資源利用の技術的効率（エネルギー・物質の単

位当たりの投入量に対するエネルギー・物質の

有用な産出量で計測）、資源生産性、すなわち、

単位当たりの資源量に対する経済的付加価値の量

（単位当たりの資源投入量に対する有用な産出

量・価値で計測）、資源の採取・利用が環境に与

える悪影響の度合い（資源効率性の向上はそう

した悪影響の原因となる環境負荷の低減を意味

する）等の概念を網羅している。資源強度とは

資源生産性の逆数で、単位当たりの付加価値に

対する資源消費で計測する。同様に、環境強度

とは単位当たりの付加価値に対する環境負荷の

ことである。

コラム1: 資源とその計測
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地球は天然資源を潤沢に供給し、人間はそれを潤

沢に使う。2015 年においては、人間の経済のため

に 840 億トンの物質が採取され消費された（UNEP, 

2016c）。人間の必要や欲望を満たすため、今や地

球上の土地の 3 分の 1 が耕作地として使われてい

る（FAO, 2016; UNEP, 2014a) 。2005 年において

は、世界全体で見て陸地で同年に生産されたバイオ

マスの 25％を人間が消費した（Haberl et al., 2014; 

Krausmann et al., 2013)。漁業資源のうち、61％が

生物学的に持続可能な最大限度まで漁獲されており、

29% は乱獲状態である（FAO, 2014)。世界の多くに

地域において、淡水の供給はストレス状態にあるか、

不足状態にある（WWAP, 2015)。

人間活動が、生態系の急速かつ広範な変化をもた

らしており、これは、主に食糧、淡水、木材、繊維、

鉱物、燃料の需要増に伴うものである（MEA, 2005; 

UNEP, 2012a) 。こうした変化が生態系サービスの多

くを枯渇・劣化させ、急激かつ破壊的な環境変化の

リスクを拡大し、一部の人々については貧困を悪化
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図1: 資源消費と環境影響のGDP成長からの切り離し（デカップリング）

出典: UNEP (2011a), Figure 1, p. xiii

させた（MEA, 2005)。

世界の人口は 2050 年には 97 億人に達すると予測さ

れており、これは 2015 年と比較して 33% の増加で

ある。この人口増加の多くは、アフリカとアジアの都

市部に集中する公算が強い（UN, 2015)。この増加は、

特段の施策をとらないいわゆる現状維持（BAU）シ

ナリオ における経済成長と相まって、環境負荷と資

源需要を劇的に増加させる公算が強い（Krausmann 

et al., 2009; UNEP, 2012a) 。例えば現状維持シナリ

オにおいて、世界の年間物質採取量は 2050 年には、

2015 年比で 2 倍以上に相当する、1,830 億トンに達

すると予測されている（Schandl et al., 2015)。食糧

需要と繊維需要は、2050 年にはそれぞれ 60%、80

～ 95% 増加する可能性がある（FAO, 2012)。同様に、

水需要は 55％増加する可能性がある（OECD, 2012)。

本報告書では多くの文献等に基づき、地球の諸資源

の一部についてはその供給に大きな制約があり、地

球の生態系が安全に吸収できる環境影響には実際に

は限度があることを示している。資源消費とそれに伴

う環境影響を経済生産高の伸びから切り離す、「デカッ

プリング」が求められている。

デカップリングの概念を図 1 に示した。この図では、

経済的成果（国内総生産（GDP）で計測）と、例え

ば SDGs の達成状況で示されるような人間の福利厚

生の伸びを示している。ただし、資源消費の伸びは

人間の福利厚生

経済活動（GDP）

資源消費

環境影響

資源デカップリング

影響デカップリング

時間
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GDP の伸びよりもはるかに緩やかであり（相対的な

資源デカップリング）、環境影響に至っては低下して

いる（絶対的な環境デカップリング）。つまり、この

概念図ではデカップリングの考え方を通じた資源効率

性の理想的目標が示されている。すなわち、経済生

産高と人間の福利厚生は伸び続ける一方、資源消費

と環境影響は鈍化し、やがては低下に転じることで、

現在と将来の世代のために資源消費と生態系の財・

サービスの提供が維持されるというものである。

地球が直近およびより将来的にどのぐらい人間に資

源を継続して提供できるかは、極めて重要な問題で

ある。その提供能力の危機的な枯渇 を回避するため

には、人間が地球資源を効率的に利用することが不

可欠である。

本報告書ではまず、資源消費に伴う環境影響を科

学的に特定した「安全な活動領域 (safe operating 

space)」（Steffen et al., 2015) の範囲内まで低下さ

せるためには資源効率性の向上が不可欠であるこ

とを主張する。そのような生態的領域内に留まるこ

と（気候変動の場合は COP 21 における合意での公

約が該当）は、SDGs が描く人間の福利厚生の増進

を実現・維持し、資源供給の混乱やそれに伴う資源

価格の不安定性にも回復力のある ( レジリエントな )

経済を実現するならば、不可欠である。次に、資源

効率性の向上という喫緊の課題は経済成長と雇用創

出の機会でもあることを示す。さらに、物質、食糧、

土地、水およびエネルギーの利用における資源効率

性に関する優良事例をその実践方法を含めて紹介す

る。最後に、資源効率性の機会は豊富に存在し、ま

たそれは経済と環境の双方に有益であり、社会発展

を促進しうることを示す。これらは公共政策による介

入によっても達成可能である。

真摯に資源効率性に取り組み、資源効率性の機会を

深く追求する大きな理由がここにある。だからこそ、

各国政府をはじめとする政策決定者の間で資源効率

性への関心が高まっているのであり、本報告書が主

題とするこのテーマについての文献も豊富なのであ

る。まさに、このことが、G7 の各国政府が本報告

書の作成を要請した理由を物語っている。
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2. 資源効率性向上の喫緊性と機会
2.1 資源効率性の向上という喫
緊の課題

2.1.1 SDGs達成には資源効率性の
大幅な向上が不可欠

SDGs をすべて達成するためには、地球の

天然資源基盤の持続可能な管理と利用な

どが必要となるが、SDGs のうち、12 も

の目標がその達成に基本的な要素として資

源と環境を直接言及している（図 2)。

図2: 天然資源の持続可能な使用に直接関わる持続可能な開発目標の数

出典: UNEP（2017）
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資源効率性は 4 つの観点から、環境的に持続可能な

方法で GDP の成長と人間の福利厚生に寄与する。4

つの観点とは、将来の資源利用可能性、資源価格の

上昇と不安定性、今日の非持続可能な資源利用、資

源の採取・利用の環境影響である。これらは、上記

の SDGs の達成における核となるものである 2。

2.1.1.1 物質資源に関する将来の利用可能性

これまでの傾向を見ると、世界の資源消費量は一貫

して増加していることがわかる。UNEP (2011a) は、

世界の物質（鉱石、鉱物、化石燃料、バイオマス等）

の採取・利用量は 1900 年から 2005 年までの間に 8

倍に増加したと推定している。これは人口増加率の 2

倍であるが、GDP 成長率よりは多少低い。GDP は

20 世紀の 100 年間において 、実質ベースで 19 倍

増加したと考えられる（De Long, 1998）。したがっ

て以上の数字は、長期的な視点から、物質採取量の

GDP からの「相対デカップリング」を示すものとなっ

ている。しかしながら、このような相対的資源デカッ

プリングは、資源消費量の絶対的な減少を伴うもの

ではない。図 3 に 1970 年から 2015 年までの物質

採取量と GDP の推移を示した。物質採取量が継続し

て大きく増加していることがわかる。実際、この最新

データによれば、物質採取量は 2000 年以降、GDP

の成長率を超える増加率を示しているようである。す

なわち、この傾向が続けば「リカップリング（再連動）」

する可能性があることがうかがえる。

2 SDGsには上記以外にも、貧困撲滅、ジェンダー平等、開発成果の公正化などの目標もあることは言うまでもない。資源効率性の向上がこうした上記以外の目標の達成にど
の程度寄与するかは、資源効率性の達成そのものを目指した政策の詳細内容によって左右される。しかし、それは本報告書の範囲を超える。
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図3: 世界の物質採取量（10億トン）と世界のGDP（兆米ド
ル、2005年価格）：1970～2015年

出典: 物質採取量データはUNEP (2016c)、GDPデータはUNSD (2015)
による。



政策決定者向け要約

14

資
源
効
率
性
―
潜
在
的
可
能
性
及
び
経
済
的
意
味•

政
策
決
定
者
向
け
要
約

物質生産性（国内物質消費（DMC）3 の単位当たり

の重量に対する経済生産高の量で計測、略称 MP）

が G7 国において 1970 年から 2010 年までの間、平

均年率 1.9% で着実に増加していることを図 4 に示

した。同じ期間における BRICS4 国の物質生産性は、

G7 国と比較してかなり低いものの、平均年率 1.2％

で微増している。他方、世界全体で見ると、物質生

産性は実質横ばいであり、2000 年以降はわずかなが

ら低下していることが図 4 からわかる。これは 2000

年以降、GDP の成長率よりも速い速度で物質採取量

が増加したことを反映している（図 3)。世界全体の

物質生産性が近年減少したのは、生産拠点が物質生

産性の高い国からはるかに低い国に移転するという世

界的傾向のためである。これは、途上国の多くにお

いて産業転換が急速に進んでいる結果である。した

がって、G7 国の物質生産性が高くかつ向上している

のは、一部は物質利用の経済効率が高くなったことに

もよるが、重工業や製造業からサービス業への構造

転換も要因と考えられる。サービス業と輸入製造品

の割合が拡大している国は、その経済構造の変化の

結果として、国内物質消費ベースで物質生産性を向

上させることができる。ただし、これは必ずしも物質

生産性を世界レベルで向上させることにはならない。

それどころか、サービス業主体の国からその消費に

伴う物質的・環境的負荷が「輸出」されただけなの

かもしれない（UNEP, 2015b）。

3  国内物質消費（DMC）とは各国が直接消費する物質の総量であり、国内の資源採取量に物質の総輸入を加え、物質の総輸出を引いたものに等しい。
参考URL：http://ec.europa.eu/eurostat/statistics-explained/index.php/Glossary:Domestic_material_con-sumption_(DMC)。
4 ブラジル、ロシア連邦、インド、中国、南アフリカ。
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図4: 世界、BRICSおよびG7国の物質生産性（国内物質消費
（DMC）1kg当たりの2005年不変米ドル、1970～2010

出典: UNEP (2016c)より作成
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この影響は、G7 および BRICS 国ならびに世界全体

の 1 人当たりの物質フットプリント（MF）の総計を示

した図 5 に表れている。物質フットプリントは、財・サー

ビスの輸出入に関する上流の物質採取量すべてを生

産国ではなく最終消費国に帰属するものとして算出

する。BRICS 国の物質フットプリントが着実に増加し

ており、世界平均に近づきつつあり、同諸国におけ

る消費の拡大を示していることが図からわかる。しか

し、BRICS 国の物質フットプリントは G7 国の半分に

も達していない。G7 国の物質フットプリントが 2008

年の世界金融危機以降、大きく減少しているのもか

かわらずである。これは、物質採取やその環境影響

がすべて G7 国で発生しているわけではないにもかか

わらず、G7 国の 1 人当たりの物質消費が BRICS 国

や世界の平均よりもはるかに多いことを示している。

以上のデータ全体から、長期的には世界レベルで物

質採取量と GDP の相対的デカップリングが確認でき

るものの、資源の絶対採取量の持続的な増加傾向に

歯止めをかけるまでには至っていないことがうかがえ

る。実際、20 世紀では長期的な相対的デカップリン

グが見られたが、近年のデータを見ると、資源採取

量の伸びは GDP よりも大きくなっており、「リカップ

リング」が発生していることがうかがえる。

経済同様、人口増加も続いている。現在の傾向が続

けば、世界人口の増加と豊かさの平均水準の上昇は、

引き続き物質の消費・利用を押し上げると考えられる。

こうした促進要因により、年間物質採取量は 2050 年

には 1,830 億トンに達すると予測されているのは前述

のとおりである。世界経済において、そのような量

の物質を円滑かつ機動的に採取・利用しつづけること

は、ますます困難になりつつある。鉱石や鉱物は有

限であり、その多くは地域的に偏在している（UNEP, 
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図5: G7、BRICSおよび世界の国内最終消費における1人当
たりの物質フットプリント（トン、1990～2010年）

出典: UNEP (2016c)より作成
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2015b）。バイオマスは再生可能な資源ではあるもの

の、その再生速度には限度があるため、持続可能な

消費量には自ずと限界がある。鉄、銅、アルミなど

のバルク金属は大規模インフラの整備に不可欠であ

り、また、インジウム、白金、ロジウム、ネオジムな

どの元素はその採取・利用量は少ないものの、太陽

光発電の電池・蓄電池・触媒や風力タービンなどの

低炭素技術に必須であることから、炭素排出削減の

取り組みにおいてますます欠かせない存在となってい

る（BMUB, 2012; UNEP, 2010, 2013b, 2013c）。窒

素やリンは、バイオマスを生産する土地にとって不可

欠である（BMUB, 2012; UNEP, 2014a) 。こうした

物質の使用・リサイクルを効率的に行えば、その将

来の利用可能性が大きく毀損されるリスク・危険性を

低下させることができる。

2.1.1.2 資源価格の不安定性と長期的上昇

第二の問題は、資源・商品価格を大きく変動させて

きた資源供給の市場動態に関するものである（UNEP, 

2015b、2010 ～ 2015 年の商品価格の変動につい

ては図 6 参照）。また、20 世紀に特徴的であった資

源・商品価格の長期的低減傾向が 21 世紀初頭には

終わり、商品価格は 2000 年から 2012 年まで着実に

上昇したことを示す研究がある（Dobbs et al. 2013, 

Exhibit 1, p.6）。2014 年における価格の劇的な下落

（図 6 参照）にもかかわらず、その需要が気候政策

によって制限を受ける化石燃料を除けば、食糧を含

む商品の価格も需要の高まりに伴いやがて上昇傾向

に転じる公算が強い。

高くかつ不安定な資源価格は重大な経済的・社会的

な問題を引き起こしかねない。最貧層や最弱者層を

中心に市場から閉め出され、不確実性の増大によっ

て投資が阻害されるとともに、平和と安全が脅かさ

れないからである。実際、2007 年から 2008 年の間

に多くの国で暴動が発生した原因の一つが食糧価格

の高騰であった。

資源効率性が資源需要を低下させることができるな

ら、価格の不安定性の経済的な負の影響を軽減し、

資源が公平かつ安価に利用できる可能性を高め、資

源輸入地域を中心に資源安全保障を向上させること

にもつながる。
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2.1.1.3 再生可能資源の持続可能な利用

第三の問題は、土壌、水、生物多様性、漁業資源な

ど、陸域および海洋の再生可能資源を持続可能な方

法で利用する必要性についてである。こうした資源

は、農業、水産業、林業などの基幹部門の存在基盤

を支えている。

人間の基本的要求や欲望を満たすために陸地の多く

はすでに耕作地となっている。FAO の統計によれば、

全耕地面積は 1,580 百万ヘクタール（1,580 Mha) で

世界の陸地の 11% を占め、全農地面積（永年草地

を含む）は 4,930 Mha で世界の陸地の 3 分の 1 を

占めている。全農地面積は、1961 年から 2013 年ま

でに約 11% 拡大した（FAO, 2016）。2005 年に地球

の陸地表面で生産された総バイオマスのうち、同年

に人間が消費した割合は約 25％である（Haberl et 

al., 2014; Krausmann et al., 2013)。農地については、

近年、東南アジアや南米などの地域において農地が

増加しているが、欧州や北米などの地域で減少して

いるため、相殺されている（FAO, 2016）。Dalgaard 

et al. (2008) は、欧州における耕地面積の減少はラ

テンアメリカからの家畜飼料用大豆の輸入増加が飼

料作物の国内栽培に置き換わっていることと関連し

ているとみている（Dalgaard et al. (2008), in UNEP 

(2014a), p. 25) 。農地が拡大している場所は、どの

ような土地利用形態に置き換わっているかという点で

重要な意味を持つ。豊かな生物多様性を有する原生

林の喪失は、南米や東南アジアなどの地域において

特に問題となっている（UNEP, 2014a) 。

世界の主要作物生産量は、1961 年から 2013 年まで

に 3 倍以上に増加した（FAO, 2016）。世界の耕地

面積については約 14% の増加である（FAO, 2016）。

その原因は土地生産性の着実な向上であるが、それ

は農業投入材の大幅な増加によってもたらされたも

のである。図 7 に示したように、1961 年から 2013
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図6: IMF商品価格指数（2010～2015年）

出典: IMF (2016) https://www.imf.org/external/np/res/commod/
index.aspx
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年までに灌漑耕地面積は 2 倍、肥料投入量は約 5 倍

に増加した。重要な農業投入材の一つである農薬の

投入量も、1990 年から 2011 年までに約 3 倍に増加

した（FAO, 2016）。

必要となる世界の食糧生産の拡大を支える上で、生

産性の向上は重要な役割を果たしてきたものの、課

題も抱えている。肥料用の投入材は有限かつ地域的

に偏在している資源であり、その資源の不足や価格

の上昇は、食糧生産の拡大が継続してきた結果であ

るかもしれない（BMUB, 2012; Senthilkumar et al., 

2014)。次の節において検討するが、肥料の採取や

集中的な使用は環境汚染の原因となる。また、肥料

と農薬の使用を増やせば収量を無限に増やせるかど

うかは明確ではない。これまでの 10 年間における穀

物の生産高の伸びは、それ以前の数十年間よりも鈍

化していることが知られており、生産高の増加率の低

下傾向は継続すると予測されている（von Witzke et 

al., 2008; Bruinsma, 2009; UNEP, 2014a) 。

同時に、人口増加、飢餓や栄養不良への対策、豊

かさの拡大に伴う食生活の変化を背景に、食糧供給

に対する需要が拡大することも予測される（Msangi 

and Rosegrant, 2009; UNEP, 2014a)。食糧へのアク

セスは、不平等に分布している。2015 年においては、

世界人口の 11% にあたる約 7 億 9,500 万人が栄養

失調状態にあった。その半数以上がアジアに居住し

ており、また、サハラ以南のアフリカは人口に占め

る栄養失調の割合が最も高く、23% にも達していた。

栄養失調の人口は 1990 年には 10 億人で世界人口

の 19％弱を占めていたが、それ以降減少傾向にある。

同じ期間（1990 ～ 2015 年）において、世界の食肉

消費量は 90％増加した（FAO, 2015a)。単位あたり

の栄養価に必要な土地面積を比較すると、畜産由来

の食糧は植物ベースの食品の約 5 倍となる（UNEP, 

2009）。

今後も食糧需要が拡大すると予想されていることか
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ら、世界の農地（耕地および永年草地）は 2030 年

までには 10％、2050 年までには 14% 増加すると

OECD では予 測している（OECD, 2008）。UNEP 

(2014a) は耕地面積の拡大に着目し、食糧需要に加

えて、バイオ燃料やバイオマテリアルの需要増加、

ならびに構築環境への転換や土壌劣化による土地の

喪失などその他の環境圧力を検討している。UNEP

（2014a) の予測によれば、現在の傾向が続くとする

と、2005 年から 2050 年までの世界の耕地面積の総

（グロス）拡大分は 320 ～ 849 Mha（21 ～ 55％増加）

である 5。この耕地面積の拡大予測における要因別

寄与度を図 8 に示した。
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5 耕地面積の純（ネット）拡大分は、高収量化では補填できない食用・非食用バイオマスの需要増分である。総拡大分には、深刻な土地劣化（特に土壌劣化によるもの）や市街地
化による土地喪失が原因で他の地域に移転した耕地も含まれる。

図8: 食糧需要対応と土壌損失分補填による世界の耕地面積の拡大動向（2005～2050年）

出典: UNEP (2015c）
http://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/487916/UK_Statistics_on_Waste_statistical_no-
org/resourcepanel/Portals/50244/publications/Poster1-LandUse-FinalScreen.pdf



政策決定者向け要約

20

資
源
効
率
性
―
潜
在
的
可
能
性
及
び
経
済
的
意
味•

政
策
決
定
者
向
け
要
約

UNEP による土地に限った「安全な活動領域 (safe 

operating space)」に関する推計によれば、耕地面

積の拡大余地はせいぜい 1,640 Mha である。これは、

ベースラインとした 2005 年の耕地面積よりも 140 

Mha（10%）多い。その後に発表された FAO の統

計では耕地面積は約 1,580 Mha とされている（FAO, 

2016）ことから、「安全な活動領域」における今後

の拡大幅は極めて限られていることは明白である。

清浄な水へのアクセスも人間にとって根本的に必要

なものである。人間が 1 年間に消費する水の量は、

1900 年 の 6,000 億 m3 か ら 2010 年 の 4 兆 5,000

億 m3 に増加した。この水消費量の増加率は人口増

加率の 2 倍（UNEP, 2012b）である。多くの水を必

要とするライフスタイルの拡大や工業・農業の集約化

を反映している。現在、世界の取水量の 71% を占め

るのが農業で、残りは工業用水と家庭用水でほぼ二

分している（Addams et al., 2009; FAO, 2011）。農

業の集約化にとって水が重要であることは、図 7 が

示すように 1961 年から 2013 年までに灌漑耕地面積

が倍増したことからわかる。

地球の水循環における総水量は不変であるが、水資

源は地域によって、汚染、水ストレス、危機的な枯渇

等に晒されている。ある地域の取水率が水資源賦存

量（IRWR）の 20％を超えると「水資源に相当の負
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荷がかかり、40％を超えると『危機的』な状況とな

る」（FAO, 2011）。IRWR に対する取水率は、東ア

ジアと東南アジアで 20% 弱、西アジア、中央アジア

および南アジアは 50% を超えている。北アフリカで

は 201% である。これは取水量が供給可能量をはる

かに上回り、河川や帯水層の水補給が間に合わない

状態である（FAO, 2011）。図 9 に示すように、水ス

トレスのリスクは地域偏在性が高い。

0 50,00015,0007,5002,5001,7001,000500

注： 数字は1人当たりの再生可能な総水資源量（m3）を示す。
出典： WWAP。データはFAOデータベースAQUASTATによる（http://www.fao.org/nr/water/aquastat/main/index.stm）（アンドラとセルビア（外部データ）
を除くすべての国のデータを集約）。分類の閾値は国連水関連機関調整委員会（UN-Water）による。

データなし 深刻な不足 不足 ストレス 脆弱

図9: 1人当たりの再生可能な総水資源量（2013年）

出典: WWAP (2015), p.12
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世界の年間水需要は、経済成長率が平均的で効率

が向上しないと仮定した場合、4 兆 5,000 億㎥から

2030 年には 6 兆 9,000 億㎥の増加と予測されている。

これは現在、確実に入手できる水の量より 40％多

い計算になる（Addams et al., 2009; WWAP, 2015)。

その結果、「途上国を中心に世界人口の 3 分の 1 が

不足率 50% を超える流域に住むことになる可能性

がある」（Addams et al., 2009）。これが食糧価格に

影響を与え、紛争につながりかねない。気候変動の

進展がこうした問題をさらに悪化させるかもしれない

（WWAP, 2015)。したがって、水不足は世界の多く

の地域において深刻な懸念課題なのである。

海洋その他の水界生態系にも負荷がかかっている。

例えば、海洋バイオマスは乱獲の脅威に晒されてい

る。漁業資源のうち、61% が最大限度まで漁獲され

ており、29% は生物学的には持続できないような漁

獲を受けており、乱獲状態にある（FAO, 2014)。こ

れでは、一部の漁業資源が深刻な枯渇を招く恐れが

ある。

2.1.1.4 資源採取と利用の環境影響

第四の問題は、資源の採取・利用の環境影響につい

てである。十億トン、百億トンあるいはそれ以上の単

位の原材料を毎年採取・利用し続けることは、環境

汚染、土地劣化、生物多様性の喪失という形で深刻

な環境影響を与える。

化石燃料の採掘・燃焼は、人為的な気候変動の最大

要因である。世界の一次エネルギーの大半を占める

のが化石燃料、すなわち、石炭、石油、ガスである。

化石燃料は気候変動以外にも、様々な環境影響の主

要要因となっている。例えば、酸性雨を引き起こす

酸性汚染物質（窒素酸化物 NOx と硫黄酸化物 SOx）

の排出、人間の健康に有害な粒子状物質その他の有

害汚染物質の放出、「富栄養化」（湖沼などが栄養塩

類によって栄養過多になる現象で、生態系に害を及

ぼす藻の発生の原因となる）を引き起こす窒素の排

出などがこれに該当する（UNEP, 2010 ）。

金属や鉱物の採掘も深刻な環境影響をもたらす。例

えば、毒性化合物や酸性化合物が精錬所の煙突か

らの排出などにより水、土壌、空気に放出されると、

人間の健康や生物多様性に悪影響を与える（UNEP, 

2013b）。図 7 に示したように、農業投入量の大幅な
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増加により農地の生産性は向上してきた。リン酸塩な

どの肥料投入材の採取は、重金属や放射性核種の放

出による環境汚染を引き起こすことがある（BMUB, 

2012)。窒素系やリン系の肥料の使用量が増えたた

め、富栄養化などの栄養塩類汚染の拡大、大気オゾ

ンや微小粒子状物質の増加、生物多様性の喪失の

一因となる地表水の酸性化、亜酸化窒素（N2O）の

生産による GHG の排出などを招いている（UNEP, 

2014a)。その上、肥料生産はエネルギー集約度が高

く、エネルギー関連の CO2 を発生させる。農薬や殺

菌剤は 1990 年以降、使用量が大幅に増加している

が（FAO, 2016）、これも環境に悪影響を及ぼす。集

約的な土地利用も、その土地そのものの「生産能

力」の低下や環境の質的劣化を招きかねない（UNEP, 

1997）。土地劣化の主な原因としては、水侵食、風

侵食、養分枯渇、湛水、灌漑による塩類化、地下

水面の低下、化学肥料や農薬の過剰使用、土壌圧

縮、有機物の喪失などがある（FAO, 2015b; Scherr, 

1999）。FAO によれば、世界の土地の約 25% は高

度に劣化しているか、急速に劣化しつつある。約 8%

は劣化の度合いや速度が中程度である。36% は劣化

の度合いは軽度か中程度であるが、劣化は進行せず

安定している。土壌が回復し始めているのは 10% に

過ぎない（FAO, 2011）。
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まとめると、以上で取り上げた四つの問題が SDGs

の実現に大きな脅威となっている。資源効率性は、

人類の発展に不可欠な資源の利用可能性を高め、世

界中の人々全員が同資源を公平かつ安価に利用でき

るように能力を向上させ、同資源の基盤である生態

系とその供給サービスを保護することによって、こう

した脅威を軽減する際の核となる。

2.1.2 気候変動目標を費用対効果良く達成す
るには資源効率性の大幅な向上が不可欠

2015 年にパリで開催された国連気候変動枠組条約

（UNFCCC）の第 21 回締約国会議（COP 21）に

おいて、各国政府は世界の気温の上昇を産業革命以

前の水準と比較して 2°C 未満に抑えることを誓約し

た。気候変動に関する政府間パネル（IPCC）によれば、

この目標が達成される「可能性が高い」シナリオは、

「2100 年に大気中の濃度が約 450ppmCO2 換算とな

るものである」。そのようなシナリオでは、GHG 排

出量は 2050 年までに 2010 年よりも 40 ～ 70% 低く

なければならず、GHG 排出量は「2100 年にはほぼ

ゼロ [GtCO2 換算（Gt は 10 億トン）]6 かそれ以下に

至らなければならない」（IPCC, 2014)。図 10 は人

為起源 GHG の経済部門別年間総排出量の内訳を示

す。直接排出とは、各経済部門からの排出のことを

いう。間接 CO2 排出とは、熱や電気などの中間燃料・

エネルギーベクトルの生産（その後、上記の経済部

門の一つで消費される）より発生する排出のことをい

う。

6 10億トン二酸化炭素換算

発電と熱生産
25%

建築
6.4%

運輸
14%

産業
21%

その他の
エネルギー
21%

直接排出 間接CO2排出

AFOLU
24%

産業
11%

運輸
0.3%

建築
12%

AFOLU
0.87%

エネルギー
1.4%

図10: 人為起源GHG総排出量（Gt CO2換算/年、Gtは10億ト
ン）（経済部門別：エネルギー、産業、運輸、建築、農林業・その
他土地利用（AFOLU））

出典: IPCC (2014)
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450 ppm のシナリオに沿った排出削減を達成するた

めには、エネルギーや土地利用のシステムにおける

低炭素技術の大規模展開が重要となるだろう。この

ことは、IPCC 等が様々なシナリオにおいて詳細に

検討している（IEA, 2010, 2012a; IPCC, 2014)。た

だし、供給側の脱炭素化に加え、資源効率化を通じ

たエネルギー需要削減も極めて重要な役割を果たす

だろう。IPCC によれば、「2100 年までに約 450 ～

500ppmCO2 換算の大気濃度に達するとするシナリオ

において、開発を阻害せずにベースラインシナリオと

比べてエネルギー需要を削減するためには、効率性

を向上させ、行動様式を変化させることが重要な緩

和戦略となる（証拠：確実、見解一致度：高い）」（IPCC, 

2014)。こうしたシナリオのうち、運輸、建築、産業

の各部門におけるベースラインに対する需要削減の

中間水準は、それぞれ 20% から 30% までの間であ

る。最高 60% までの需要削減を示したシナリオもあ

る（IPCC, 2014)。資源効率性の向上は、人類の発

展と福利厚生に悪影響を与えることなく必要な需要

削減を達成する上で極めて重要な戦略である。

この結論を踏まえ、国際資源パネル（IRP）は『気

候 変 動 に 関 する 10 の 主 要 メッセ ー ジ（10 Key 

Messages on Climate Change）』をパリの COP 21

気候サミットに提出した。この文書は次のように述べ

ている。「効率化と資源の無駄削減により資源生産性

を向上させれば（略）、資源消費と GHG 排出を大き

く削減することが可能となる。そのような方策は、資

源アクセスの公平化など極めて望ましい社会的便益、

ならびに環境汚染の軽減など非常に貴重な環境的便

益ももたらす。したがって、経済成長と人間の福利

厚生を資源消費から切り離すこと（デカップリング）は、

気候政策と一体でなくてはならず、また、主要な課

題でなくてはならない」（UNEP, 2015a)。

以上をまとめると、SDGs の実現と温暖化対策目標

の達成という課題は、非持続可能な資源消費に起因

する脅威の軽減に必要な資源効率性の喫緊性を浮き

彫りにしているといえる。

資源効率性が経済成長率や雇用の拡大など、大きな

経済的便益にもつながることを示す証拠もある。そ

の証拠について、以下で示していく。
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2.2 資源効率性向上の経済的機会

資源効率性向上の経済的機会には三つの側面がある。

第一に、純コスト削減につながるような資源効率性を

向上させる方法がある。第二に、資源の非効率な消

費による環境の悪影響は大幅な外部コストを伴う。第

三に、資源効率性の向上によるコスト削減は、マクロ

経済に対して好影響をもたらすと考えられ、経済生産

高と雇用の拡大が期待できる。

2.2.1 資源効率性向上の費用と便益

資源効率性向上の費用を算定した研究は少なくない。

その中でも特に引用されることが多いのが Dobbs et 

al. (2011) である。この研究によれば、検討したあら

ゆる技術の実施による年間節約額は、個人投資家の

視点で 2030 年には 2 兆 9,000 億ドルとなる。それら

ケースのうち 70％のケースにおいて、必要な資源効

率性関連投資の収益率が年 10% 以上であった。必

要な全投資総額 9,000 億によって「900 万から 2,500

万の雇用をもたらす可能性がある」（Dobbs et al., 

2011, p. 12)7。

資源効率性への投資がコスト削減につながるなら、投

資家はなぜそのような投資をしてこうした便益を獲得

しようとしないのか、とすぐに問われるかもしれない。

この問いについては、特にエネルギー効率について

丹念に検討されてきたが、同じ議論は他の資源につ

いても同様に成り立つ。Sorrell et al. (2004) によれば、

費用対効果の高いエネルギー効率への投資がなされ

ない要因は次の三点にまとめられるとしている。 

• 市場の失敗　通常、財産権の未確立、正負の外部

性、不完全競争ならびに非対称もしくは不完全な

情報の結果とされる。

• 組織の失敗　組織の不完全な構造および方針の結

果である 8。

• 非失敗　組織および個人が効率化の機会を捉えな

いのは見えないコストが存在するためであり、合理

的な行動であるとする。「一般管理費、生産活動

の混乱、従業員の入退職・研修、情報の収集・分析・

適用に関するコスト」（Sorrell et al., 2004, p.55) も

これに含まれるだろう。

7 こうした便益は2010年の市場実勢価格により算出している。化石燃料を中心とした資源の2010年以降の価格下落の分だけ、資源効率性の便益は減少する。ただし、資源効
率性は企業や国の価格不安定性に対する脆弱性を低下させる機会となるし、他の方法よりも少ないコストで環境改善を図ることもできる。
8 While Sorrell et al. (2004)は、この関連において民間の組織を想定しているようであるが、組織の失敗は公的機関にも当てはまると思われる。
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こうした障壁の有無、強度、継続性は課題ごとに異

なる。したがって、資源効率性向上の取り組みでは、

障壁を克服するための最適な方策を見極めるため、

障壁の解明は個別に行うようにすべきである。その

過程において、資源効率性向上が各国のイノベーショ

ン能力を強化することが期待できるとするとする研究

がある（Bringezu, 2015)。
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2.2.2 外部性削減の便益

資源の採取・利用には負の外部性を伴う。負の外部

性とは、市場取引において考慮されない環境等への

負の影響のことをいう。こうした外部性を削減する資

源効率施策は、経済効率を向上させる。それは、期

待される他の便益（コスト削減等）を超える便益で

ある。

資源消費の環境外部性は、資源消費に対する補助

に相当するものとも言えるが、その規模は実に大き

い。IMF（Coady et al., 2015) では、化石燃料の燃

焼による気候変動と局地的な大気汚染に関する外部

費用は 2015 年において約 4 兆米ドルと推定している。

化石燃料への補助（補助金と外部性）を全廃すれば、

世界が享受できる潜在的な経済的福利は 1.4 兆米ド

ルとされている。これは、2013 年における世界の

GDP 総額の 2% に相当する。この大半は、世界人

口の 50% 以上を占めるアジアが享受できると考えら

れる。補助撤廃によって得られる経済的福利はアジ

アの GDP の 6.9% に相当する（Coady et al., 2015)。

求められる化石燃料の消費削減の多くの部分は、エ

ネルギーサービス供給の削減よりもエネルギー効率

の向上によって得られる可能性がある（IEA, 2012b）。
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Dobbs et al. (2011) では、資源効率化によって社会

が享受できる利益（節約分）は、炭素価格をトン当

たり 30 米ドルと設定し、エネルギー税を撤廃し、エ

ネルギー、農業および水への補助金は廃止すると仮

定すると、個人投資家の視点で 2.9 兆米ドル、社会

的な視点では 3.7 兆米ドルに上ると推定している。こ

の 3.7 兆米ドルの 90% については、投資収益率が

4% を超えるという。著者らが資源効率化の「機会」

を分類した 15 分野でこの 3.7 兆米ドルの節約分の約

75% を占めることになる。これを示したのが図 11 で

ある。なお、この 15 分野のうち、電気・ハイブリッ

ド車だけは、便益より費用の方が高い。
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15分野の機会で資源関連節約(resource saving)
の75％を占める
社会全体の視点（2030年）

資源関連便益総額1

単位：10億ドル（2010年におけるドル）
平均社会費用効率2

エネルギー
水

土地
鉄

1 エネルギー、鉄、食糧の現在価格、補助金なしの水の価格、炭素のシャドウ・コストを元に算定。
2 年換算の実施費用を年間資源関連便益総額で除したもの。
3 食品効率、工業用水効率、航空輸送、水道、鋼鉄リサイクル、下水再利用、その他産業エネルギー効率等。
出典: Mckinseyによる分析

図11: 資源効率の潜在可能性が望める上位15分野

出典: Dobbs et al. (2011), Exhibit 4, p. 14
注: 上の図において、「資源関連節約(resource saving)」とは資源効率化による金銭的な便益のこと。
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2.2.3 資源効率性のマクロ経済的便益

資源効率性向上のマクロ経済的な影響に関する検討

が様々なモデルを使って行われてきた。その全てに

おいて、資源効率性向上がマクロ経済的な便益をも

たらすことが示されている。エネルギー効率向上の

マクロ経済的な影響に関するモデリング研究に関し、

エネルギー効率化シナリオのマクロ経済的な影響を

算出した IEA (2012b) の例がある。IEA の新政策シ

ナリオと比較して、世界の GDP は 2035 年には 0.4%

多くなる一方、エネルギー効率化政策はエネルギー

輸入国の利益となるが、エネルギー輸出国には不利

となる。

また、別と例として循環経済についての報告書があ

る。これによれば、欧州の GDP について、現在の

傾向が続けば 2030 年に 4%、2050 年に 15% 増加す

るが、循環化シナリオの下で建築、食品廃棄物、運

輸の各分野において資源効率化の機会を生かすとこ

の数字がそれぞれ、11%、27% となるという（Ellen 

MacArthur Foundation and McKinsey Center for 

Business and Environment, 2015)。 技術進歩が資

源利用のコスト引き下げにつながることがその要因で

ある。ただし、このモデリングの実施に際し、この技

術変革の達成や上記効率化の障壁の克服に伴う費用

は一切考慮していないことに注意したい（Böhringer 

and Rutherford, 2015)。

欧州委員会の委託により実施されたマクロ計量モデ

ルによる研究によれば、資源生産性を年率で約 2%

から 2.5% 向上されることができ、EU28ヵ国の GDP

にも正の影響を与えるという（CE and BioIS, 2014)。

ただしこの場合、GDP の伸びは資源生産性の向上と

いうより、その実現に用いる政策メカニズム、すなわ

ち環境税改革（ETR）によるところが大きい 10。類

似のモデルを用いた別の研究によれば、資源効率施

策は、2050 年における世界の GDP を 5.2% 押し上

げる一方、非生物原材料の消費は 50% 以上減少する。

これは参照シナリオよりも投資額が大きいことが主な

原因である（Meyer et al., 2015)。

さらに、UNEP ではグリーン・シナリオと現状維持

（BAU）シナリオにおける投資動向の経済的な結果

を比較している（UNEP 2011b）。この研究によれば、

従来投資よりもそれに置き換わるグリーン投資の方が

10 この分析では、「GHG排出量の削減に排出税などの環境税を用いるが、その税収は景気刺激策としても利用する」（CE and BioIS, 2014, p.46）ことを前提としている。
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生産性が高いことが明らかとなり、およそ 2017 年以

降は、BAU シナリオよりもグリーン・シナリオが経済

成長率が高くなるという（UNEP 2011b, Figure 14, 

p.523)。

資源効率性の向上が生産の拡大につながるのであれ

ば、他の条件が変わらないことを前提とした場合、雇

用の拡大が期待でき、実際、一部の研究結果によっ

て示されている。例えば、CE and BioIS (2014) の

研究では、資源効率化のシナリオでは 2030 年まで

に EU の雇用が 1% 増加する（約 200 万の雇用純増）

としており、Meyer et al. (2015) においても同様の結

果が示されている。UNEP (2011b) によれば、世界

の雇用数については 2020 年においてグリーン・シナ

リオが BAU シナリオよりも 0.6%（2,100 万）少ない

が、2050 年には 2,800 万多くなる。完全なマクロ経

済モデルではなく投入 - 産出・モデルを用いたローマ

クラブの研究によれば、エネルギー・資源の効率を

向上させる施策と再生可能なエネルギー・資源の導

入により、研究で対象とした欧州 5ヵ国において、失

業数を最大で 3 分の 1 までに減少させることが可能

としている（Wijkman and Skånberg, 2015)。

なお、資源効率性の向上が実現しても、その結果と

しての経済成長がいわゆる「リバウンド効果」によっ

て資源消費と環境影響を増大させる危険があること

に注意したい。これは、資源効率性によって節約で

きたお金がさらに同じ財・サービスの消費に費やさ

れるか、他の財・サービスの消費に回る可能性があ

るためである。いずれの場合も資源消費の拡大につ

ながる。リバウンド効果は、政策措置によって緩和さ

せることが可能である（Herring and Sorrell, 2009）。

効率化施策（例えば資源や環境に対する課税）が対

象とする資源のコストを押し上げる措置である。この

ことは、資源効率性向上の実質の目的が、資源の消

費量またはそれによる環境影響を一定程度削減する

（一定の炭素削減目標の達成を意図したエネルギー

効率の向上など）ことにある場合に必要となる。また、

グリーン成長や資源効率向上に関する出版物（例え

ば、OECD, 2015; UNIDO, 2013; World Bank, 2015)

において、課税対象を労働や資本から環境汚染や資

源消費に移行させるという主張があることの説明にも

なっている。上記のようなマクロ経済モデリングの結

論では、リバウンド効果が資源効率化による消費とそ

の環境影響の削減効果をある程度緩和することを考

慮すべきである。



政策決定者向け要約

32

資
源
効
率
性
―
潜
在
的
可
能
性
及
び
経
済
的
意
味•

政
策
決
定
者
向
け
要
約

前章で引用したモデリング研究は、その推定値の大

きさは異なるものの、資源効率性向上が経済成長と

雇用創出の拡大につながるという点では一致しており、

また、環境便益を考慮しなくともその点は変わらない

という研究が大半である。

本書のために独自で実施した資源効率性の経済モデ

リングでも、そのような傾向を確認している。この新

しい分析では、統合的なマルチモデルフレームワー

クを採用し、資源効率性向上と気候変動対策につい

て野心的な行動を取った場合に、2050 年までの世

界の資源消費量、温室効果ガス排出量および経済活

動に関する将来推移を検討した 11。その結果を図 12

の 6 つのグラフにまとめた。経済的にも魅力的な資

源効率性を達成できる潜在的可能性は高く、経済成

長しつつ環境負荷を低減させるウィンウィンな結果と

なっていることがわかる。このモデリングの予測によ

れば、現在の傾向が続けば、28% の人口増加、1 人

3. 資源効率性向上のための優良事例 

11 シナリオ予測はマルチモデルフレームワークを用いておこなった。これは、グローバルな応用一般均衡（CGE）経済モデル（GTEM）と他の二つのモデルを関連づけたもの
である。その二つのモデルとは、土地利用とバイオ燃料に関する詳細を把握するGLOBOIMと資源効率性の可能性を解明するストック・フローモデルであるMEFISTOであ
る。これは、『Australian National Outlook』（Hatfield-Dodds et al. 2015)でも使われた、国際的に認知されている統合連環（ネクサス）モデリング（integrated nexus model-
ling）のアプローチに基づいている。この分析アプローチの詳細やこのモデリングの実施結果は、本要約版に続いて近く刊行される完全版の国際資源パネル（IRP）評価報告
書（UNEP, 2017）に掲載する。
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あたりの資源消費量の 71% 増加によって、天然資

源採取量は 2050 年までの 34 年間で 850 億トンから

1,860 億トンに増加する（左上のグラフ）。一方、資

源効率化の政策や取り組みだけでも、2050 年にお

ける世界の資源採取量は既存トレンドのベースライン

と比較して約 17% 低下する（左上のグラフ）。資源

効率化を世界規模の意欲的な気候変動対策を組み合

わせて実施した場合、世界の資源採取量は既存トレ

ンドよりも 28% 低下する（左上のグラフ）。このシナ

リオでは、資源効率政策に伴う経済成長の伸びが意
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13～74%減少

2015年より
62%減少
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世界の温室効果ガス排出量
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既存トレンド（H3)

政策実施による影響は、資源効率政策導入（青の破線）と資源効率政策導入プラスのシナリオにおける2050年の値である。

（2015年と比較、あるいは既存トレンドシナリオにおける2050年の値との比較）

資源効率政策導入（E3） 資源効率政策導入プラス（E2）

図12: 世界全体とG7の資源消費量、経済活動およびGHG排出量の予測 
（既存トレンド、資源効率政策の導入、資源効率政策導入プラス気温上昇を2˚C未満に抑えるための気候変動対策、2010～2050年）

出典: UNEP (2017)
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欲的な気候変動対策の短期的な経済費用を相殺して

余りあるという予測であり、2050 年における世界の

GHG 排出量はベースラインと比較して 74％排出か

減少する。これは、2015 年比約 60％（右上のグラフ）、

G7 国に限れば 74% 削減に相当する（右下のグラフ）。

資源効率性の向上を支援する政策オプションを分析

することは本報告書の範囲外であるが 12、政策決定

者をはじめとする利害関係者に対し、資源効率性向

上を実現する実際の方法について貴重な情報・知見

を提供することに変わりはない。以降、国際レベル

や国家レベルのプログラム、新しい構想の実施、な

らびに国や地方自治体、企業、市民およびコミュニ

ティによる真摯な取り組みによる資源効率性向上を阻

害する要因を除去する実例を紹介していく。本章で

は主に、物質、土地・土壌、水およびエネルギーと

いう四大資源分類における資源効率性向上の優良事

例を検討する。分野横断的、体系的、「資源連環（ネ

クサス）」課題の重要性を強調してまとめとする。

3.1 資源効率性の障壁の克服

本報告書の第 2 章では、資源効率性の向上（高い費

用対効果が期待できる場合だったとしても）を阻む市

場や組織の失敗および見えないコストが存在すること

を示した。しかし、適切に機能する市場によって表現

される経済効率と物質の浪費抑制と物質価値の長期

保持によって表現される資源効率性の根本的な違い

から生じる多くの資源効率性を阻害する他の要因も

存在する。

その中で最大の障壁は、物質コストや廃棄物発生コ

ストが人件費や物流コストよりも相対的に低いことに

起因する。設計目的を達成しつつ物質使用を減らし、

製造段階における物質の無駄を抑制し、寿命を延ば

して修理を容易にするよう部品や製品を設計すること

が可能である。しかし、それが現実に起きないのは、

部品・製品の設計・管理・修理に関する人件費や物

流費の追加分が、原材料費の削減分や新規購入の抑

制効果に見合わないからである。例えば、建築部門

では、建築資材が安全基準に照らしてオーバースペッ

12 この課題については、G7から依頼を受けた経済協力開発機構（OECD）が、国際資源パネルの科学的統合報告書『資源効率性―潜在的可能性及び経済的意味』を補完す
る政策ガイダンスを策定中である。
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クになっていることが多い（UNEP, 2014b）。製品・

部品の製造過程において原材料の無駄が発生するの

は、金属板などの規格化された中間生産物から部品

を切り出すためであり、元の原材料の半分近くが廃

棄物となることもある。多くの場合、「意外なことだが、

原材料をオーバースペックにすることは、それが人件

費の抑制につながる限りにおいて、経営的に合理的

な判断であり、克服が難しい課題である 」（Allwood, 

2014)。

日常生活においても、比較的新しい物であって、修

理が可能な場合であっても 修理するより捨てる方が

安上がりとなる例は極めて多い。そのような資源非

効率な結果は、物質のコストと設計、物流、修理の

コストの大きさを比較して得られた経済効率の結果を

反映した状況であることが多い。

このような状況を改善するためには、例えば、労働

税を引き下げ、資源税を引き上げるなど、相対的な

人件費・原材料費を直接変える公共政策、あるいは、

部品・製品の原材料について、その使用期間や使用

後における価値を高めるような公共政策が必要となる。

そのような政策は本報告書の範囲を超えるが、それ

なしには経済全体において資源効率性の大幅な向上

は望めないことに留意すべきである。

3.2 資源効率性向上に向けた取り組み・
プログラム

資源効率性向上に向けた国際的なプログラムや取り

組みは多いが、国レベルになるとその数はもっと増え

る。本報告書では、公共政策や企業と市民による真

摯な取り組みが実現できることをの例として重要な取

り組みをいくつか取り上げる。

資源効率性向上に向けた国際的なアプローチのう

ち、特に体系的なもの一つが持続可能な消費と生

産（SCP）の概念である。2012 年のリオ＋ 20 では、

この生産消費形態の変革を実現するメカニズムとし

て、持続可能な消費と生産に関する 10 カ年計画枠

組み（10YFP）が採択された（UN, 2012)。10YFP

プログラムはテーマ別の分野に沿って構成されており、

各分野は SCP 形態への変革を推進する政策、自主

的な手法、管理実務および広報・啓発活動の実施能

力構築をねらいとしている。資源効率的クリーナープ

ロダクション（RECP）も国際的なプログラムの一例
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である。これは、産業の天然資源への依存度を軽減

し廃棄物と有害排出物の生成を削減しつつ、産業生

産性の向上を図るものである。国レベルのクリーナー

プロダクションセンターが現在 60ヵ所ほどあり、途上

国や市場経済移行国の多くで RECP の実践を目指し

ている。活動例としては、産業廃棄物の最小化、環

境イノベーション、エコ工業団地、環境に配慮した技

術への移行、責任ある生産と安全かつ斬新な化学物

質管理（ケミカル・リーシングを含む）、新しいビジ

ネスモデル、水スチュワードシップ、ライフルサイク

ル型アプローチ、製品と組織のフットプリント、エコ

ラベル、企業報告 などが挙げられる（UNEP, 2016a; 

UNIDO and UNEP, 2015)。

「循環経済」の考え方も、中国、欧州委員会、日本

をはじめとして国際的に広く推進されている。近年

の例では、エレン・マッカーサー財団の取り組みがあ

る。同財団では、循環経済を「回復力・再生力を有

するように設計され、また、製品、部品、原材料の

有用性と価値をあらゆる段階において最大限に高め、

技術的循環と生物的循環を区別する経済」と定義し

ており、いくつものプログラムにより活動を行ってい

る。こうしたプログラムは、企業、政府・自治体、都

市、大学等を結集させ、循環経済への移行を加速さ

せるとともに、循環経済に関する能力構築を目指して

いる（Ellen MacArthur Foundation, 2016）。
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中国は 2008 年、循環経済促進法を採用した。同法は、

生産と消費において物質の使用の削減およびリサイ

クルと回収の最大化をねらいとしている。中国は同

法を施行する一環として、数多くのプログラムやプロ

ジェクトを開始している 13。

欧州委員会は 2015 年、資源がより持続可能な方法

で使用される循環経済へ欧州の企業や消費者を移行

させることを促進する「循環経済政策パッケージ」を

採択した。これはリサイクルと再利用を促進する規

制とインセンティブの組み合わせであるが、経済成

長、雇用創出、投資および社会的公正を促進しつ

つ、環境保護と気候変動緩和の推進を想定している

（European Commission, 2015)。

多くの国では、資源効率政策を資源管理の優先順位

構造（ヒエラルキー）に沿って構築するのが有益と

されている。その中でも最も影響力が大きいものの

ひとつが「3R」（リデュース、リユース、リサイクル）

である。G7 との関連で言えば、3R の概念は資源効

率戦略において重要な役割を果たしてきた。2005 年

4 月の東京において開催された 3R 閣僚会合におい

て、資源と物質の利用効率化を推進する 3R イニシ

アティブが開始された（Moriguchi, 2007; Takiguchi 

and Takemoto, 2008）。2008 年には、日本が G8 の

議長国を務める中、神戸 3R 行動計画が採択された。

3R の概念を基礎とし、拡大させることが可能なこと

は言うまでもない。各「R」を様々な活動をまとめ

る言葉とみなすことができる。日本では、循環型社

会（SMCS）政策における 5 段階の取り組みを打ち

出した。これを優先順位が高い方から列挙すると、リ

デュース、リユース、リサイクル、エネルギー回収、

最終処分となる。EU の廃棄物枠組み指令において

も、同様の廃棄物管理の優先順位構造が採用されて

いる。

神戸 3R 行動計画は、知識を共有するとともに大企

業、中小企業その他の関連利害関係者と連携して資

源効率性の機会、実践およびイノベーションを推進す

る場として 2015 年に発足した「資源効率性のための

G7 アライアンス」のためのの基礎ともなった（G7, 

2015)。

13 中華人民共和国循環経済推進法http://www.fdi.gov.cn/1800000121_39_597_0_7.html
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3.3 資源効率化の優良事例

本節以下では、優良事例と資源効率性向上の対策

をまとめる。資源の分類別（物質、土地・土壌、水、

エネルギー）に検討するが、その相互間の極めて重

要かつ複雑な相互作用、シナジー効果およびトレード

オフを見落とさないように留意する。

3.3.1 物質

物質の分野において、現在まで政府・自治体の戦略

や目標を通じて政策的関心の大きな部分はリサイク

ルに向けられてきた。ただし政府・自治体では、資

源管理ヒエラルキーの上位に軸足を移動することのメ

リットに対する認識が高まっており、また、物質効率

政策を固定的な目標ではなく、転換のための通過点

として捉えるようになってきている。需要削減が物質

管理戦略の最優先事項であることが望ましい。エネ

ルギー消費削減と物質の採取・加工による環境影響

の低減につながるからである。ドイツの経験は、物質

効率の向上が、指導を通じて、企業によっては短期

的な利益になることを示している。ドイツ政府の物質

効率庁（demea) では、中小企業が原材料の節約可

能性を検討できるよう、定量的な手法であるマテリア

ルフロー分析を提供している。平均で年間企業売上

高の 2.3% の節約となり、小さい企業ほどその割合

は高かった。また、総じて投資は 13ヵ月以内に回収

された（UNIDO, 2013）。

革新的な設計アプローチを改良すれば、製品製造に

おいてさらなる原材料節約が期待できる。この点に

おいて、3D プリンティングの進歩は重要な動きであ

るかもしれない。3D プリンティングは、高度にカスタ

マイズした部品を仕様通りに無駄なく製造することが

できる。ゼネラル・エレクトリック社は、この方法で

ジェットエンジンのノズルを生産し、大幅な原材料の

節約と部品重量の 25% 減を実現している（Despeisse 

and Ford, 2015）。コンピュータ化も、幅が決まった

シート上での余白を減らす配置の設計に威力を発揮

し、部品製造の過程において原材料の無駄を少なく

することができる。こうした技術は繊維業で使われて

いるが、金属にも採用されつつある（Allwood, 2014; 

UNEP, 2014b）

企業間のシナジー効果により相互利益も期待でき

る。例えば、英国の Abbey Steel 社は原材料シート

の切れ端を有効活用している。自動車の車体の製造

業者から打ち抜き加工のスクラップを購入し、切断

して形を揃えて小さな部品の製造業者に販売している
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（Allwood, 2014）。これは産業共生 14 の一例である。

産業共生の概念は、日本のエコタウン事業の根幹で

もある。現在では、日本全国で 26ヵ所エコタウンが

設置されている。この政府主導の事業の目標は、埋

立地不足の問題が深刻化する中で埋立処分となる廃

棄物を削減するとともに、地域産業の再生を図るこ

とであった。そのため、ある産業工程で発生した廃

棄物を別の産業工程で活用することが主眼となった

（Van Berkel et al., 2009）。

例えば、川崎エコタウンでは「市内で発生する家庭

ごみ、事業系ごみおよび産業廃棄物を有効活用し、

市内の産業が利用できるような原材料（例、セメント

や鉄鋼製品）に再生利用することを主眼としている」

（Van Berkel et al., 2009）。川崎市におけるリサイク

ル活動の具体例としては、紙や PET15 ボトル等の再

生利用のほか、プラスチックを溶鉱炉の還元剤やコン

クリートの型枠、アンモニア生産に再生利用する例が

ある。Dong et al. (2014) によれば、川崎市の産業共

生の取り組みにより、廃棄物の削減に加えて、鉄鋼、

セメント、紙の製造を主な排出源とするライフサイク

ル炭素排出量を約 14％削減できた。

14 産業共生の標準的な定義はChertowによるものである。「産業共生とは、従来は個別の産業である複数の産業が、物質、エネルギー、水および副産物の物理的な交換により競
争上の優位を獲得するための集団的アプローチのことをいう」（Chertow 2000, p.313）。産業共生の成功事例は数多く存在する。それは、国家産業共生プログラム（NISP）の取
り組みを通じたものである。NISPは英国発祥だが、現在は25ヵ国で展開されている（NISP 2009およびhttp://www. nispnetwork.com/media-centre/case-studies参照）。
15 PETとはpolyethylene terephthalate（ポリエチレンテレフタレート）の略。
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26 のエコタウンには、政府の補助金を受けて 61 の

リサイクル施設が整備された。合計処理可能量は年

間 200 万トン近くに達する。Van Berkel et al. (2009)

によれば、補助金を受けたリサイクルプラント 1 に対

して 1.5 の補助金を受けないリサイクルプラントが民

間企業によって建設された。産業共生「エコシステム」

の整備を図る政府の取り組みは、民間主導による環

境産業の発展のきっかけとなることがうかがえる。

産業共生は他の国においても定着している。中国に

ついては、Yu et al. (2014) がアルミ生産を中心とし

た様々な加工プラントのクラスターを擁する信発集団

について報告している。このクラスターでは、11 も

の産業共生の連関が存在する。例えば、発電所から

排出される石炭灰を利用して煉瓦が製造されており、

カーバイドスラグはアルミナ製造における消石灰の代

用として利用されている。また、カルシウムカーバイ

ド工場における燃焼過程で発生する一酸化炭素のオ

フガスはエネルギーに利用されている。さらに、ア

ルミナ製造で発生する赤泥を建築材として再利用し

ている。炭素排出量の 11% 削減につながっていると

推定されている（Yu et al., 2014; Yu et al., 2015）。

Park et al. (2016) は、韓国におけるエコ工業団地

（EIP）事業の第一フェーズ（2005 ～ 2010 年）に

ついて報告している。この事業では、産業の垣根を
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越えた製品、エネルギーおよび水の再利用を実施し

ているが、47 のプロジェクトで、エネルギーの節約

と排出量と排水量の削減とともに、廃棄物を合計 47

万 7,633トン削減したという。さらに、エネルギーと

原材料の節約によるコスト削減が約 9,700 万米ドル、

副産物の販売による収益が 9,200 万米ドルに達した。

副産物による収益を目指すプロジェクトの方が、物質

やエネルギー効率化による節約を目指すプロジェクト

よりも収益率が高い傾向が見られ、それは、後者の

方が概して多くの先行投資を必要とすることが理由で

あるという（Park et al., 2016）。

再製造の考え方も注目を集めている。再製造とは、

製品から部品を解体して「新品と同等の」品質を有

する部品や製品に製造し直すことである。再製造を

阻害する要因としては、中古品と認識する公衆の目、

一度廃棄物とされた物質が再びサプライチェーンに

進入することを禁止する規制、再製造製品に対する

市場アクセスの制限などが考えられる。

Allwood et al. (2011) は、例としてシリンダーブロック

の再製造、タイヤの製造、電化製品、容器包装、自

動車部品の再製造などを挙げている。これについて

次のような所見が述べられている。「再製造の成功例

は、垂直統合が進んだ企業で多いようだが、それが

原因か結果なのかはっきりしない」。これまでの実績

から再製造に成功する可能性が高い製品は、「成熟し

た製品の寿命の終焉期で、技術開発が落ち着いた市

場であることが一般的である」（Allwood et al., 2011, 

p. 370）。このことが、再製造サイクルが完結する前

に部品余剰になることを防いでいる。垂直統合や成

熟技術と再製造との相関が強いことから、廃棄物規

制に加えて、考えられる障壁は、製品市場やそのサ

プライチェーンにおいて、主体が多く、変化が速いと

いう性質にあるのかもしれない。この将来有望な分

野をさらに発展させるためには、業界内部や業界の

垣根を越えた多様な主体（競合関係にある主体を含

む）間の連携やコミュニケーションが極めて重要とも

いえる。

本節で議論した多くの物質効率化への斬新なアプ

ローチの多くは新しいビジネスモデルの出現により促

進されるかもしれない。リースなどの製品サービス

制度は重要かつ広く展開できるモデルと言える。一

般的に言えば、リースモデルは、消費者が個々の製

品を購入・所有するのではなく、企業と契約を結ん

でサービス提供の受けるものである。契約が継続さ

れると、より資源効率的な方法で維持管理や交換が

可能な製品を設計・製造するインセンティブが強く働

く。リースモデルの例は、カーシェアリング、建築設
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備、オフィス用品に見られる（UNIDO, 2013; WRAP, 

2016a）。産業レベルで注目される例には、ケミカ

ル・リーシングがある。ケミカル・リーシングにおい

て製造業者が販売するのは化学物質そのものではな

く、その機能－化学物質で洗浄する物の個数やコー

ティングする面積等で算定－である。したがって、製

造業者の責任は拡大され、化学製品の「全ライフサ

イクル管理をも含みうることになる」（UNIDO, 2013）。

この種の事業の例を Erbel（2008）が報告している。

これは、オーストリアの金属洗浄機械メーカー PERO

社とドイツのデュッセルドルフにあるダウ・ケミカル社

の子会社 SAFECHEM 社の共同事業である。

この二社は契約により、オーストリアの自動車部品

メーカー Automobiltechnik Blau 社に化学洗浄サー

ビスを提供する。このモデルは、コア・コンピタンス

ではない化学洗浄の外部委託を可能にしている。契

約が安定していたため、請負業者は高品質の洗浄設

備に投資をすることができた。このような投資は先

行費用がかさむため、通常の市場の状況では難しい

が、長期では収益が期待できる。この試験的な事業

は、二年次には黒字になると予測された。このような

手法によって、エネルギー消費の約 50% 削減、溶剤

の使用量では約 70% の削減が可能となった（Erbel, 

2008）。

リサイクル率は、行政面、経済面および技術面の

理由から国によってばらつきが大きい。国によって

は、技術に恵まれなかったり、その費用が高かったり

することが障壁となる。リサイクル率は物質の種類

によっても異なる。それは、当該物質の廃棄物から

の回収が容易かや、その物質の価値によるところが

大きい。鉄、亜鉛、銅、アルミなど、一部のバルク

金属のリサイクル率はすでに高く（60 ～ 90%）、金、

銀、白金などの貴金属でも高い（50 ～ 70%）（UNEP, 

2015a）。バルク金属は、掘削した原料から生産する

よりもリサイクルした方が、エネルギー便益が著しく

高い。鋼鉄、銅、アルミのエネルギー消費量は、一

から生産する場合と比較してリサイクルした場合は、

それぞれ 60 ～ 75%、84 ～ 88%、90 ～ 97% 低下

する（UNEP, 2013b）。しかしながら、UNEP による

研究（2011c）によれば、調査対象とした約 60 の金

属（元素）のうち、使用済みリサイクル率が 50% を

超えているのは 3 分の 1 未満で、34 の金属では 1%

未満であった。リチウム、ガリウム、ゲルマニウム、

インジウム、テルルなどの特殊金属も 1% 未満のリ

サイクル率であった。こうした特殊金属は、個々の製

品に極少ない量が使われることが主であり、その製

品はリサイクルを目的とした分解に適した設計になっ

ていないことが多い。また、貴金属とは異なりそれ

固有の価値を有していないため、回収・抽出・リサイ
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クルに対する経済的なインセンティブが弱い。こうし

た金属は、使用後における分解・リサイクルを視野に

入れて製品を設計すれば、リサイクル率の向上が期

待できる。特殊金属のリサイクルが今後ますます重

要になることが予測される。その多くが、太陽光発

電の電池、風力タービン、蓄電池などの低炭素技術

において重要な役割を果たしているためである。

資源効率化のインセンティブは、廃棄物管理にとって

も重要である。例えば、1990 年代の英国において

は廃棄物の大部分が埋立処分されていた。回収費用

やリサイクルのためのインフラにかかる費用を考慮す

ると、埋め立てが廃棄物処分で最も安い方法であっ

たためである。英国は 1996 年、活性廃棄物につい

てトン当たり 7 ポンドの埋立税を導入した。これ以降、

税率は段階的に引き上げられ、2015 年にはトン当た

り 82 ポンドに達した。リサイクル率も大きく上昇し、

家庭ごみについては 2014 年に 45% 近くに達した 16。

埋立処分される廃棄物の割合は 2012 年で 26% で

あった 17。廃棄物管理のあり方がこのように大きく変

わった背景には他の政策の影響も間違いなくあるだろ

うが、この埋立税が果たした役割は極めて大きいと

考えられる。

Zero Waste Europe は、北イタリアの二つ州におけ

るそれぞれの事例を報告している。カパンノリ町とト

レビーゾ市では、リサイクルを目的とした家庭ごみの

分別の割合が 80% を超えている。いずれの自治体

でも、リサイクル可能なごみを多くの種類に分別して

いる。ごみ処理有料制（pay as you throw）により、

リサイクルされない廃棄物の重量に応じて課金がな

されるため、分別のインセンティブが生まれる。そ

れぞれの自治体では、コンポストも奨励するインセン

ティブも用意されている。透明性の確保と意思の疎

通も、こうした制度の成功において重要な役割を果

たしている。カパンノリでは、住民からの意見聴取が

広範になされ、制度の導入に先立って十分な説明が

なされている。トレビーゾでは、オンラインのデータ

ベースが整備されており、回収されたものの行方を

確認したり、課金の仕組みを理解することができるよ

うになっている。（Simon, 2015; Van Vliet, 2013）。

16 https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/496508/Digest_waste_resource_2016_v2.pdf
17 https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/487916/UK_Statistics_on_Waste_statistical_notice_15_12_2015_update_f2.pdf
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3.3.2 土地・土壌

2 章で触れたように、土地劣化が現状のまま進めば、

農耕地の多くが失われ、耕地面積の拡大が必要とな

りかねない。したがって、劣化した農地を回復させ、

現在は安定しているかやや劣化した土地を土壌栄養

分を保持する農法によって保護することが、資源と環

境への影響を削減しつつ農業全般の生産性を向上さ

せるための重要な方策となる。UNEP（2014a）によ

れば、このような資源効率性の方策を組み合わせれ

ば、図 8 に示した世界の耕地面積の総（グロス）拡

大分 320 ～ 849 Mha を約 160 ～ 320 Mha ほど削減

できるかもしれない。

高投入農法は、環境影響が大きくなる傾向があり、

そもそも低所得の農家には手が出ない。Monteith 

(1990) によれば、持続可能な土地管理方法とは、「投

入量が増加しなくとも生産量が減少しない」方法のこ

とをいう。この究極の目標を目指す統合的アプロー

チとしては、農業生態学的アプローチ、保全農業、

有機農業、アグロフォレストリー、統合的作物家畜シ

ステムなどがある（FAO, 2011）。例えば、Altieri（2002)
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は持続可能なアグロエコロジーの原則を次のように

規定する。

• 利用できるバイオマスはすべて当該の農業系内で

リサイクル・再利用する。

• 土壌、土壌有機物質、生物的活動を強化すること

で植物を育てる。

• 直接日射、強風、浸食力のある水流から保護する

ことにより、土壌喪失を最小限に抑える。

• 多様性を最大限に引き出し、レジリエンスを強化す

る。

• 生物学的な相互作用と相乗効果を高める。

上記原則の具体的な実践内容は、状況等によって異

なる。植物多様性は土壌の健康、養分循環および生

物多様性を向上させることがわかっている。例えば、

マメ科の植物を他の作物と一緒に植えると窒素固定

が強化される。作物とともに木を植えると、窒素固

定により土壌肥沃度が向上する。これは、土壌有機

物が増えるとともに、木陰で草を食べる動物の糞が

肥料となるからである。ザンビアでは、16 万の農家

が窒素を固定させる機能を有するアカシアの木を作

物の間に植えた。アカシアの木は雨期の初めに葉を

落とし、作物が生育する間は休眠に入る。この期間

中は、作物は光、養分、水をめぐってアカシアの木

と競合することはない。ザンビアの保全農業ユニッ

ト（Conservation Farming Unit）によれば、トウモ

ロコシの平均収量はアカシアを植えていない畑で 1.3 

t/ha、植えた畑で 4.1 t/ha であった（FAO, 2011）。

ゼロ・不耕起農法は、土壌保全や水分喪失抑制に効

果がある。利用できるバイオマスをすべて再利用す

ることは、統合的作物家畜システムにおいて特定の

利益をもたらす。すなわち、家畜の糞を肥料として

土に返して肥沃度を高める一方、作物残渣が家畜の

飼料になる（FAO, 2011）。

劣化した土地の回復は資本集約的で、土地の所有権

が不明確な地域や土地の農民が必要な投資を行える

だけの資本を持っていない地域では、それが障壁に

もなりうる。しかし、上記に掲げた原則の多くについ

ては、大がかりな資本投資を必ずしも必要としない。

とはいえ、それぞれの状況に応じて適切な対策を組

み合わせて実施して相乗効果の最大化を図るための

知識は必要である。つまり、もう一つの大きな障壁

は情報と教育の欠如ということになる。UNEP（2014a)

によれば、「管理実務の向上に関する研究結果を早急

に農家に普及・適用するためには支援・発展教育を拡

大させる大きな必要性がある」。
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農法を改善する数多くの取り組みは、農家間におけ

る知識の共有化と意思疎通の改善を主眼としている。

多くの場合、資本集約度の低い介入により改善が見

られる。例えば、タンザニアとマラウイで実施された

プロジェクトでは、知識の普及には農家間のネットワー

ク作りが重要であることが示された（Majule, 2011）。

農家が地域の専門家の助言を求めることができる「植

物診療所」が、これまでに 14 ヵ国で設立されてい

る。Boa and Bentley (2009) によれば、植物診療所

の助言を受けた農家の所得は 1 ha 当たり平均で 801

米ドル増加したという。中米では、農家から農家への

（Campesino a Campesino）ネットワークも知識共

有化の手段となっている（UNEP, 2014a）。

持続可能な方法で生産を増加させる最も費用対効果

の高い方法は、効果的な土地利用計画によって土地

利用形態を土地のポテンシャルとマッチングさせる

ことであることが多い（UNEP, 2014a）。これにより、

土地劣化の抑制によって土地回復の必要性を省略す

るとともに、最も高い金銭的な収益が望めるところに

集約化や気候変動適応に対する投資を集中させるこ

とができる（Herrick et al., 2016）。

集約度の低い農法には、環境面で様々な利点があ

る。在来農法と有機農法を比較した Hülsbergen and 

Küstermann (2007) は、GHG 排出量は在来農法の

方が 3 倍多いとする。ただし、先進国では市場から

の要求や農家の少ないマージンにより、高投入農法

にインセンティブが傾きがちである。この点における

有機農業の課題は、土壌の種類やその他の条件によっ

ては収量がかなり低くなることである（Seufert et al., 

2012）。しかし、Ponisio et al. (2014) によれば、多

期作や輪作などの多角農法によって、有機農法と従

来農法との収量の差を大幅に縮めることが可能であ

る。

EU との関連では、Buckwell et al. (2014) も「投入

材の組み合わせや管理の方法に影響を与える付加

知識」、簡単にいえば「ヘクタール当たりの知識増

加」の必要性を説いている。Buckwell et al. (2014)

報告書は、英国の 20 の農場を食糧生産の排出原単

位、炭素フットプリント、硝酸塩の水への流出量、ア

ンモニアの大気への放出量、生物多様性の 5 つの指

標に基づいて比較した Elliot et al. (2013) の研究を紹

介している。これによると、1 つ（混合農場）の農場

がすべての指標で良好な値を示し、その他 3 つの農

業が 3 つ以上の指標が良好で他の指標は中程度の値

を示した。この研究が示したことは、第一に、農場

の成績を計測することは可能であり、成績向上の指

針となり得ることである。第二に、高い食糧生産性



政策決定者向け要約

47

資
源
効
率
性
―
潜
在
的
可
能
性
及
び
経
済
的
意
味•

政
策
決
定
者
向
け
要
約

を達成しつつ、様々な環境指標について良好な成績

を収めるとは可能であることである。Buckwell et al. 

(2014) では、これを「持続可能な集約化」と称して

いる。

土壌養分の喪失は、食糧チェーンからの廃棄物

やその他廃棄物から栄養素を回収し、土壌に再

還元する取り組みにより、緩和することができる。

Senthilkumar et al. (2014) によれば、フランスの場合、

リンのリサイクル効率は全ての廃棄物ストリームを通

じて 51% であるという。BMUB (2012) によれば、ド

イツ政府は下水の汚泥、廃水、スラリー、発酵残渣

などの廃棄物からのリンの回収率を高める方策を検討

している。産業の諸過程においてもリンが大量に失

われている。日本の場合、製鋼によって生成される

脱リンスラグに含まれるリンの量は、リン鉱石の総輸

入量に匹敵する。このスラグからリンを回収するリン

の新しく重要なフローを生み出しうる技術が提案され

ている。（UNEP, 2013c）。

健康、気候および土地に対する負荷の問題は、食肉

の過剰消費や過剰カロリーの摂取を減らせば改善す

ることができる。この分野での進展を阻害する要因と

しては、肉中心の食事に対する嗜好や支払い能力の

拡大、大量生産による食肉の低価格、さらには一般

的な習慣や文化的な要因が挙げられる。しかし、省

資源型の食生活は個人の健康にも大いに有益である

ことが多いため、ウィンウィンの可能性が期待でき

る。特に、食肉の消費は大半の先進国において健康

と言える水準を超えている。EU では、世界保健機

関（WHO）が推奨する水準よりも蛋白質の摂取量が

70％高く、飽和脂肪では 42% 高いのが現状である。

赤肉の消費に至っては、世界がん研究基金が推奨

する限度値の 2 倍を超えている（WCRF and AICR, 

2007; Westhoek et al., 2015）。

この問題に対しては、栄養ガイドラインの整備が定石

であろう。例えば、北欧の公的な栄養推奨基準では、

健康上の理由はもちろんのこと、環境上の理由から

も食肉過多の食生活を改めるように強く指導している

（Fogelholm, 2013）。健康な食生活に対する消費者

の理解を深めることを目的とした自主的な啓発活動も

なされている。「Livewell for Life（人生いっぱい良く

生きる）」事業（WWF and Friends of Europe, 2015)

はその一例である。この事業では、フランス、スペ

イン、スウェーデンそれぞれの料理文化に合わせた

健康的な食事の組み合わせを提案している。同事業

が推奨する国別の「LiveWell plates（良く生きるた

めの料理）」が普及すれば、栄養面で有益であるだ

けでなく、食品サプライチェーンからの GHG 排出量
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を 2020 年までに 25% 削減することができると推計

されている。こうした取り組みは効果があるのか、そ

うであればどのような効果があるのか、についてはほ

とんど情報がないのが現状である。それでも、より

資源効率的な食事による健康改善という共便益の可

能性は非常に大きい。

食品廃棄物の削減も資源効率化の大きな機会である。

世界の各地域における 1 人当たりの食品ロス・廃棄

量を消費段階、消費前段階別に示したのが図 13 であ

る。先進工業国では、消費者による廃棄量（消費者

が不要な食品を捨てる量）が多いことがわかる。サ

プライチェーンにおける廃棄量も先進工業国では多

い。その理由は規模の経済と「スーパーマーケット化」

プロセスである。いわば、基本的な食品品質基準に

加えて高度に均一化された外見上の基準を満たした

商品を常に揃えておくことを重視したシステムの副産

物といえる。

コートールド公約とは、英国の廃棄物資源行動計

画（WRAP）が取りまとめた、廃棄物の削減を目的

とした小売業者やサプライヤーの協定である。第 2

フェーズ（2010 ～ 2012 年）では、小売業者と連携

して容器包装の削減と食品の賞味期間の拡大を図っ

た。この期間内において、食品の容器包装を 10%、

家庭の飲食物の廃棄を 3.7%、サプライチェーンにお

ける廃棄を 7.4%、それぞれ削減したという（WRAP, 

2016b）。

サプライチェーンにおける廃棄は途上国でも発生して
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図13: 世界の各地における1人当たりの食品ロス・廃棄物量（消費段階、消費前段階別）

出典: Gustavsson et al. (2011)



政策決定者向け要約

49

資
源
効
率
性
―
潜
在
的
可
能
性
及
び
経
済
的
意
味•

政
策
決
定
者
向
け
要
約

いる。Feedback (2015) は、ケニアの輸出園芸部門

における食品のロス・廃棄の促進要因について報告

している。外見上の仕様に合わせるために食べられ

る食品まで廃棄せざるを得ないこと、市場が不安定

なために作物を栽培した後に注文がキャンセルになる

こと、輸出製品の国内市場がないことなどがその要

因である。Feedback (2015) は、外見上の基準を緩

和するだけで効果があることを示す例を紹介してい

る。スーパーマーケットは、例えばいんげん豆につい

て、容器包装に均一に収まるように特定の長さである

ことを求めるのが普通だが、そうすると、農家はさや

の長い品種を栽培し、「頭と尾」の部分を切り落とし

て基準の長さにしなければならない。この場合、平

均で可食部分の 30-40% が無駄になるという。しかし、

ある大手の仕入れ業者がこれまでの方針を改め、「頭」

の部分だけを切り落としたいんげん豆を仕入れるよう

したところ、ケニアの輸出業者は、無駄を 3 分の 1

に減らすことができた。「頭」の部分を切り落とすこ

とも廃止し、さらには他の商品についても外見上の

基準を緩和すれば、さらなる益が得られるだろう。

途上国のサプライチェーンにおける廃棄は、劣悪な

保存や加工の状態にも原因がある。そのような場合、

比較的簡単な対策で資源効率性を大きく高めること

も可能である。スリランカのラスケレッワ乾燥ココナ

ツ工場では、UNIDO の RECP プログラムの支援を

受けて、様々な物質効率化の方法を発見した。例えば、

搬入口の床にゴムのカーペットを敷いて搬入・搬出時

にココナツが損傷を受けて廃棄処分にならないように

した。また、外皮を除去する過程において無駄をな

くすための従業員啓発、洗浄水の削減、ボイラーの

燃料への外皮の再利用を進めた。こうした方法により、

バイオマスの無駄とエネルギー消費を大きく削減する

ことができた。5,000 米ドル未満の投資で総額 20 万

米ドルの節約に成功したのであった（UNIDO, 2013）。

3.3.3 水

水不足が懸念課題になっている国や都市を中心に、

水と GDP の絶対的および相対的なデカップリングの

事例が報告されている。例えばオーストラリアでは、

2001 年から 2009 年までの間に GDP が 30% 伸びた

が、水の消費量約 40% 減少した。水資源の効率化

と需要削減を費用対効果の高い方法で成し遂げ、コ

ストをほとんど必要としなかった。（UNEP, 2014b）。

取水量の約 70% は農業用水であるため、灌漑を効

率化する技術は節水効果が高い。そのような技術

は農業生産高増加という共便益も生み出しうる。ス

プリンクラー灌漑や点滴灌漑などの灌漑技術は伝統
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的な越流灌漑とは異なり、水を必要なところに直接

供給する形を取るため、水消費量削減と収量増を両

立させることができる。点滴灌漑は、穴の開いた管

を地上または地下に這わせて水を供給するものであ

る。水は穴から少しずつ出て作物の根に直接供給さ

れる（Rejwan, 2011）。Dobbs et al. (2011) によれば、

スプリンクラー灌漑では水消費量が 15% 減、収量が

5 ～ 20% 増となり、他方、点滴灌漑では水消費量が

20 ～ 60% 減、収量は 15 ～ 30% 増となる。しかし、

この数字は土壌、作物、気候、灌漑の運用方法によっ

て変わってくる（van der Kooij et al., 2013）。点滴

灌漑の維持が難しい地域も多い。土壌と水質の問題

が絡む塩類化がその原因である（Hanson and May, 

2011）。

イスラエルでは、水供給に対する阻害要因が大きい

ため、様々な節水イノベーションがなされてきた。同

国の生活排水の約 84% が灌漑用水として再利用さ

れている。このこともあって、農業用水の需要の約

52% は上水以外の水（生活排水に塩水を混ぜたもの）

で賄われている。イスラエルは、農業部門において

点滴灌漑を広範に採用しているが、必要な分だけの

水を植物の根に直接供給するコンピュータによる管理

システムによって制御されている。節水対策が部門

横断的に普及しているのは、水利用者の種類別に様々

なインセンティブとペナルティによるところが大きい。

農家に対しては水割当制度を実施し、上水の利用を

厳しく制限する一方、節水に対しては報奨を行ってい

る。各家庭に対しては、段階的な水道料金体系となっ

ており、利用量が少ないと料率も低く設定されてい

る。また、水量の計測も詳細までわかるようになって

おり、利用者は利用量を監視することができる。農

家が非上水を灌漑に利用すると、低い課金が適用さ

れる。インセンティブとペナルティは水道事業者にも

用意されており、回避可能な損失に対して課金がな

されている。水道事業者は漏水率抑制のため、水圧

を低く設定することも認められている。政府は灌漑分

野における新しい技術革新の研究開発も支援している

（Rejwan, 2011）。

先進灌漑技術の適用を阻害する大きな要因としては、

小農や限界耕作地の農民が特にそうだが、そうした

技術に投資するための知識や資本が不足しているこ

とがある。だが、それほど資本集約的でなくても同

様の目的を達成する方法はある。テンシオメータは

土壌の含水率を正確に計測できる装置であり、より

正確な灌漑が可能となる。インドのパンジャブ地方で

は、米作農家がこの装置を用いて 33% 節水したとの

報告があった（UNEP, 2014a）。「スマート灌漑スケ

ジューリング」とは、必要な量の水を必要な時に供給
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して過剰灌漑を防止するものである（McCready et 

al., 2009）。ウガンダでも最新の ICT を活用して天気

予報の情報を入手し、灌漑や水管理のタイミングの

向上に役立てている（UNCTAD, 2011）。

先進技術が使えない場合、比較的単純な対策でも水

効率を向上させることができる。アクション・エイド

の報告書によれば、西アフリカでは、畑地に沿って築

いた石垣が雨期において流去水の流れを抑制してい

るという。これは、土壌水分の改善、土壌浸食の抑制、

地下水の涵養をもたらしている。この単純な技術は、

土地の保水力を 5 ～ 10 倍向上させ、斜面の上から

の流去水を留められる土地ではバイオマス収量は 10

～ 15 倍にも跳ね上がらせる（ActionAid, 2011）。天

水地域において土壌水分を効果的に管理できる他の

技術としては、畝間、等高線植栽、段畑などがある

（FAO, 2011）。

トイレや浴室の水消費量や水道管網の漏水を削減す

ることは、都市部における最も効率的な節水の方法

とされている（Sharma and Vairavamoorthy, 2009）。

具体的な技術としては、節水型のトイレ、シャワー、

シンク な ど が あ る（Sharma and Vairavamoorthy, 

2009）。オーストラリアでは、メルボルン等の都市に

おいて、電化製品の取付け部品で水流を弱めるもの

が導入されている（UNEP, 2013a）。ニューサウス

ウェールズでは、新しい建設開発やリノベーションの

際に上水消費量の 40％削減を証明する書類の提出が

義務づけられている（Burgin and Webb, 2011）。

水道の漏水対策も多くの地域において優先課題と

なっている。漏水や不明水による水損失量について

はばらつきが大きく、供給量の 5 ～ 80% となっって

いる。このばらつきは、インフラ整備の水準や管理・

運用によるものである（UNEP, 2016b）。Dobbs et 

al. (2011) によれば、公共水道からの漏水を削減でき

る余地は大きく、事業所、一般家庭、公共施設への

水供給における漏水対策により、2030 年までに 1,000

～ 1,200 億 ㎥分の水が得られる計算になるという。

水損失がなかなか減らないのは、水道料金の徴収が

不十分なことと関係がある。世界銀行によれば、イン

ドの都市で作られた水の 40％は、漏水により失われ

るか利用者に請求がなされていないという（Agrawal, 

2008）。UNEP では、一部の国では無収入となる水

の割合は最高で 70% になると推定している（UNEP, 

2014b）。料金の徴収が不十分なため、水道事業者に

とっては時宜を得たインフラ投資を行うインセンティ

ブも利用可能な資本もほとんどないのが現状である

（Dobbs et al., 2011）。
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水が補助の対象となっている国は多い。Kochhar et 

al. (2015) によれば、2012 年における水関連の補助

金は全世界で総額 4,560 億ドルになるという。つまり、

水を保全しようとするインセンティブはほとんど働か

ず、また、水道事業者がインフラへ再投資する十分

な収益が得られない場合、長期的には水道の効率が

さらに悪化し、その資金的な持続可能性を脅かすこ

となるのである。Kochhar et al. (2015) は「水道料

金制度の改革等によりインセンティブのあり方を正せ

ば、水消費の合理化、必要な投資の推進、貧困層の

保護につながる」一方、補助金は、水道へのアクセ

スがよく利用量も多い上位所得層に有利となるため、

補助金では公平性が保てないかもしれないと指摘す

る。補助金の目的が貧困層の水へのアクセスを確保

することであるというのなら、費用対効果が高く、再

投資の資金を確保し、節水のインセンティブを維持で

きる方法は他にもある。

ブラジル南東部のパライーバドスル川流域では、水

道料金の段階的な引き上げが 2003 年に開始された。

水道事業者は水道料金の値上げにより所得が増えた

ため、水管理に対する投資を増やした。水道料金の

値上げは、節水の推進にも貢献した。2006 年から

2008 年の間で、取水量は 16%、水消費量は 29％減

少した。また、企業は節水や再利用の技術に対する

投資を行うようになった（UNEP, 2014a）。
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水消費のさらなる効率化のための大きな原則とし

て、水のカスケード利用がある。この原則の考え方は、

水の用途によっては飲料水基準の水質は必要ないと

いうことである。雨水は様々な用途に利用できるし、

事実、オーストラリアではすでに一般的である（Burgin 

and Webb, 2011）。中水道はこれまで洗浄目的にに

使われてきたが、植物の水やりや水洗トイレにもそ

のまま再利用できる。オーストラリアの全世帯のう

ち、半数以上は何らかの形で中水道を再利用している

（Maheshwari, 2006）。 カリフォルニアでは、1990

年代半ばから景勝地やゴルフ場での散水用の水、農

業用水、工業用水、トイレの水洗用として中水道が

利用されている（Weizsäcker et al., 2009）。ガーナ

のアクラでは、ある種の水のカスケード利用が出現し

た。安全ではない方のカスケード利用である。すな

わち、生活排水が処理されないまま、小規模都市農

家の主要な灌漑用水源である小川に流れ込んだので

ある。これに対し、あるプロジェクトが実施され、低

コストの自然処理の仕組みを整備し、その処理により

この生活排水を灌漑用水として安全な水質まで引き

上げた（Reymond et al., 2009）。健康リスクを回避

できるほど汚染物質を除去できるのであれば、廃水

は栄養塩類が豊富という利点があるため、灌漑用水

として非常に適したものになる。（FAO, 2011）。

人口増加と都市化という趨勢を踏まえると、水の効率

的な利用、ならびにリサイクルやカスケードによる再

利用の適用は、先に指摘したように、極めて重要な

方策となる。ただし、水消費の効率化は完全な水理

学サイクルの観点から検討しなければならない。地

下水の取水が非持続可能な状況となっている世界の

各地（FAO, 2011; WWAP, 2015) においては、流域

管理を含む支川小流域レベルの涵養戦略を水消費の

効率化に組み込む必要がある。

河川や海洋もバイオマスの供給源であるが、非持続

可能な速度で枯渇化が進行していることが多い。第

2 章で見たように、世界の漁業資源の大半は最大限

度まで漁獲されているか、乱獲状態にある。この問

題は、漁民から小売業者、食品事業者、消費者に至

るまでの様々な主体が関わる複雑なフードシステムや、

価格だけが問題にされるような極めて競争的な市場

に各主体が組み込まれていることの結果である。こ

れへの可能な対応の一つが、品質保証ラベル・基準

の出現にある。その一例である海洋スチュワードシッ

プ協議会（MSC）のラベルは、持続可能な供給源か

ら責任を持って漁獲した商品であることを消費者に示

すことを目的としている（MSC, 2016）。このような

表示ラベルによって、消費者は商品を購入する際に

持続可能性をよりどころにすることができる。競争が
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厳しい各業界にあって、消費者が業界をより持続可

能な方向に導く可能性を開くものということできる。

3.3.4 エネルギー

エネルギー消費は、化石燃料需要の最も大きな部分

を占める。したがって、エネルギー部門は化石燃料

の利用に伴う気候変動及びその他環境影響に取り組

む上で中心的な役割を果たす。IPCC や IEA などの

機関が考案したシナリオを見ると、化石燃料のエネル

ギー源を低炭素の代替源に置き換えるような、エネ

ルギーシステムにおける技術の変化が重要であるこ

とがわかる。ただし、そのようなシナリオは需要削減

の重要性も強調している（IEA, 2010, 2012a; IPCC, 

2014）。エネルギー部門における資源効率性の向上

は、人類の発展や福利厚生に負の影響を与えること

なく需要削減を実現する上で極めて重要となる。こ

のような問題意識は、国際資源パネルがパリの COP 

21 気候サミットに提出した『気候変動に関する 10 の

主要メッセージ』（UNEP, 2015a) の論拠となっている。

この文書は、その第 1 部で指摘しているように、パリ

協定で成立した気候目標を費用対効果の高い方法で

達成する上で資源効率性が果たす役割を強調してい

る。本章の冒頭で触れたように、本書のために実施

したモデリングによっても同様の結論が得られている。

図 10 に示したように、建築部門が世界の GHG 排出

量の約 18% を占めている（IPCC, 2014）。建築部門

のエネルギー効率向上に対する投資は一般的になっ

ている。

フィンランドの各自治体は、義務的なエネルギー効

率パフォーマンスコードとエネルギー効率向上対策

を対象とした補助金によって、CO2 排出量削減に向

けて建築部門のエネルギー効率を大幅に改善させ

た（UNEP, 2013a）。オーストラリアのメルボルンに

おいても、義務であるエネルギー効率パフォーマン

スコード、公共の施設と照明におけるエネルギー効

率対策の実施、家屋監査プログラム、民間のテナ

ントと連携したグリーンオフィス同盟（green office 

alliance）などによって、建築部門の効率が向上した

（UNEP, 2013a）。

カナダのアルバータにあるレッドディア大学の四大セ

ンター（Four Centres）の建物を見ると、建物のエ

ネルギー性能を最大限に引き出す上で設計とシミュ

レーションのモデリングがいかに重要であるかがわか

る。この建物は自然光を最大に取り入れる設計になっ

ており、照明に付けられたセンサーによって照明が不

要な際は自動的に消灯するようになっている。熱交換

によって排気熱を再利用するという効率的な換気設
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18 気候変動枠組条約の京都議定書において設立されたメカニズムで、排出削減を公約した国が途上国における排出削減プロジェクトに投資を移転することを促進するもので
ある。こうしたプロジェクトは認証排出削減量（CER）クレジットを発行する。このクレジットは京都議定書の目標達成において使用することができる。
http://unfccc.int/kyoto_protocol/mechanisms/clean_development_mechanism/items/2718.php参照。

計にもなっている。また、建物の外部構造は耐熱性

が非常に高いグリーンビル協会の LEED 認証手続き

やコンピュータによるモデリングやシミュレーションを

参考に設計が進められ、代替戦略による省エネやコス

ト削減効果を試算した。その結果、最低必要効率基

準を 61% も上回る建物が完成したのである（National 

Resources Canada, 2015）。

建物の効率向上の大きな目的は、排出量の削減に加

え、弱い立場にある低所得の市民の健康と福利厚生

の増進であることが多い。ボストンの住宅エネルギー

プログラム（Residential Energy Programme）」 と

スロベニアのリュブリャナの「公共住宅基金（Public 

Housing Fund）」（両者とも完成版（UNEP, 2017）

で細述）は、自治体主導の省エネ・低炭素の持続可

能住宅を整備するプログラムを、先進国の都市にお

ける低所得世帯に対して提供できることを示してい

る。世界の南側の国々においては、急速な都市化と

都市部の人口急増という文脈において、住宅、雇用、

公共インフラのニーズに対応する上で建築部門の改

善も極めて重要である。その一例として、南アフリ

カのケープタウンにおけるクヤサプロジェクトがある。

このプロジェクトでは、低所得者向けの住宅に省エネ

型の電球、断熱天井、太陽熱温水器を採用し、光熱

費を抑えるとともに、住居の快適性を高めた。この

プログラムはその CO2 排出削減効果のため、クリー

ン開発メカニズム（CDM18）の条件を満たしている。

この事業は地域の雇用創出や技能向上にもつながった

（UNEP, 2013a）

消費者のエネルギー消費の効率向上を阻害している

要因の一つは、利用者に対する情報と利用者のコス

トに対する意識が共に欠けていることである。この

問題に対し、EU 域内ではエネルギー効率ラベリング

によって対応してきた。エネルギーラベリング指令

とエコデザイン指令により、現状維持よりも 2020 年

には 19% の省エネ効果をもたらすと予測されている

（Molenbroek et al., 2014）。基準の義務化も可能で

ある。日本のトップランナー制度では、エネルギー効

率の最も高い電化製品の性能を後年の必須平均達成

基準を策定する際の指針としている。この制度の開

始から 12 年間の実績を検討したところ、エネルギー
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効率性能の向上とイノベーションの促進が確認され

た。各対象製品種が必須のトップランナー基準を達

成しており、しかも基準を大きく超えることも多かっ

た。対象年における効率向上の率は製品の種類によっ

て異なるが、16% から 80% の間であった（Kimura, 

2012）。電気の無駄を減らすコンピュータ制御技術に

投資を行っている都市もある。韓国の松島では、建

物の照明と温度管理がコンピュータで制御されてお

り、エネルギーの無駄を最小限に抑えている。他

方、カリフォルニア州サンノゼはスマート・ネットワー

クに接続する LED 街灯に投資を行っている（UNEP, 

2013a）。

運輸部門は世界の GHG 排出量の 14% を占めてい

る（IPCC, 2014）。交通インフラの設計・計画によっ

て交通需要を抑制できる余地は大きい。例えば、ド

イツのフライブルク市近隣にエコタウンのヴォーバン

がある。事の始まりは、同市が必要な住宅を整備す

るために旧陸軍兵舎を購入したことである。そのた

め、この事業の設計に持続可能性を組み込むことが

できた。この地区は持続可能な交通を実現する設計

になっている。同地区とフライブルク市中心部とを結

ぶ路面電車が走り、住宅は各駅から歩いて行ける距

離に建てられている。同地区は徒歩や自転車を積極

的に奨励し、車の利用を妨げる設計にもなっている。

例えば、居住地区間を車が継続的に通行できる道路

数を制限している。区画道路は弧状に曲がったカー

ブや袋小路が多く、車にとっては行き止まりになるが、

そこから居住地区を縦横に走る歩行者道や自転車道

につながっている。したがって、交通手段は徒歩か

自転車が主体になる。

全米研究評議会（NRC, 2009）が実施してまとめた

研究によれば、エネルギー消費と交通のあり方を決

定する上で 5 つの D が重要であるという。5D とは、

人口密度（population density）、（居住・商業の混合等）

用途の多様性（diversity of uses）、公共交通機関ま

での距離（distance to public transit）、徒歩、自転

車、車、公共交通機関等、複数の移動手段に対応し

た設計（design to support multiple modes of travel, 

including pedestrian, bicycle, automobile and public 

transit）、ならびに職場を中心とした目的地までの交

通 の 便（access to destinations, with focus on job 

locations）のことである。

インドのアーメダバード市は、混合用途開発（多様

性）、設計（複合交通）、目的地までの交通の便の改

善、公共交通機関までの距離の短縮化、およびコン

パクトで密度の高い開発を組み合わせた計画により、

自動車走行距離（VMT）の短縮に成功した。これは、
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途上国における 5D の典型例であるが、その大きな

成功要因の一つは、交通計画を全体の広範な開発計

画の中に位置づけるとともに、これを受けて策定した

「総合交通計画（Integrated Mobility Plan）」の期間

を 20 年とした同市の決断であった。つまり、この総

合計画は交通の問題を高密度混合用途型の都市イン

フラ整備の中に位置づけたのである。あらゆる交通

手段を相互補完的に組み合わせ、地域の公共交通機

関を各拠点において大量輸送交通機関に接続させた。

高速バス輸送回廊沿いに歩行者や自転車の専用レー

ンも整備した（Swamy and Bhakuni, 2014）。

大規模な都市インフラがすでに整備されている大都

市では、本格的な 5D の実施は難しいかもしれない。

それでも、低エネルギー交通のイノベーションは可能

である。その一例として、様々な国の複数都市にお

いて導入されている自転車シェアリングの考え方があ

る。その形態は様々だが、都市部で短い距離を移動

するのに安価で速く、思い立ったら直ぐに利用できる

自転車を用意するという考え方が基本である。その

草分け的な存在がパリにおけるヴェリブの取り組みで

ある。市内全域には 1,200ヵ所の自動貸出ポイントが

あり、合計 2 万台の自転車を 24 時間いつでも借りる

ことができる。利用者は 1 日や 1 週間単位で料金を

支払う。長期利用には申し込みが必要である（UNIDO, 

2013）。
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エネルギーの大口需要産業において、まだ手をつけ

られていない資源効率性を向上させる大きな機会は

数多くあるが、国・産業・産業内プロセスによって異

なる。IEA (2012a) によれば、利用可能な最善の技

術を活用すれば、産業界のエネルギー消費量を現在

よりも 20% 削減するできるという。ここでは、効率

化の可能性を広げた重要部門の例として鉄鋼業と鉱

業を取り上げる。

鉄鋼業は世界の最終エネルギー消費の約 6% を占め

る。鉄鋼生産のエネルギー効率は着実に向上してい

るが、その速度は鈍化している。年間の効率向上率

は 1960 年から1980 年までは 2% から4% であったが、

1980 年から 2005 年には 0.5 ～ 1% に低下した。マッ

キンゼーによる基準ケースの想定では、年間の効率

向上率は 2010 年から 2030 年までは 0.7％で、その

主な要因は溶鉱炉や酸素転炉（BOF）から電気アー

ク炉（EAF）への転換である（Dobbs et al., 2011）。

効率向上の方法としては、プロセスの様々な段階で

廃熱を再利用するコージェネレーションが考えられる。

その他のプロセスの別の段階における方法としては

焼結クーラー廃熱回収、廃棄物燃料の利用、石炭調

湿などがある。これにより、直接エネルギー消費量

を 50% 削減することが可能である。BOF による鉄鋼

生産では、圧延（例、「熱間装入、熱交換器付バー
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爆破
脱水
選別
電気設備
破砕
穿孔
補助的な工程
採掘
通気
運搬（ディーゼル）
摩鉱

現在

エネルギー消費量
（兆BTU/年）

最善の
ケース

実際上の
最低限

理論上の
最低限

ナ、酸素濃度制御」）により直接エネルギー消費量

を 88%、電力消費量を 5% 削減できる。微粉炭噴射、

高炉炉頂圧発電、溶鉱炉制御システムでは、直接エ

ネルギー消費量を 10%、電力消費量を 35% 削減で

きる。EAF による鉄鋼生産では、工程管理改善 , 酸

素燃料バーナおよびスクラップ予熱により、電力消費

量の 76% 削減が可能となる（Dobbs et al., 2011）。

米国の鉱業に関連して BCS（2007）も重工業にお

ける省エネの可能性について楽観的見通しを示して

いる。図 14 に示したように、優良事例が普及すると

仮定すると重工業のエネルギー需要は年間で 258 兆

BTU 減少する。これは約 20% の減少である。改良

技術の開発に目的を特化した研究開発投資を行えば、

さらに年間 409 兆 BTU の削減につながるため、現在

のエネルギー消費レベルから 50％以上削減すること

ができる。

重工業においてこのような新しい技術や模範的な手

法を実施することを阻害する要因としては、地域に

もよるが、情報の失敗や適切な工学的資源へのアク

セス不足などがある。また、設備投資も必要であり、

エネルギーや物質価格の乱高下に弱いため、特定事

業の将来について不確実性を生じさせる。

出典: BCS (2007), p. 23, Exhibit 18

図14: 米国の鉱業におけるエネルギー消費量と省エネ可能性
（設備機器の種類別）
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3.4 システム思考と連環（ネクサス）課題

これまでの優良事例は、物質、土地・土壌、水、エ

ネルギーの四大資源に分類してみてきた。しかしなが

ら、資源や資源効率性の課題を相互に重なり依存す

るシステムという観点から検討することも重要である。

エネルギーシステムは相互関連性が高く、ある部門

の需要の変化や燃料の代替が別の部門に影響を与え

る。フードシステムは、各主体が相互に作用する複

雑な系であり、その中で強力な多国籍企業が大きな

力を持っている。都市そのものも、あらゆる重要な

資源が移動する重要なシステムである。

資源間の重複やシナジー効果あるいは「連環（ネク

サス）」の相互作用は、大きな影響を及ぼすと同時に、

ウィンウィンの機会となり得るという意味で貴重でも

ある。例えば、水ストレスに晒された地域であれば海

水淡水化など、エネルギー集約的な水生産方法に頼

らざるを得ないこともあるが、その場合、節水は省

エネにもなる。食糧生産や消費の効率向上は、土地、

水、エネルギーの節約につながる。

また、資源はライフサイクル分析によってサプライ

チェーンの観点から検討することも重要である。そう

すると、例えば、その国の資源フットプリントの多く

は、他の国における負荷となっているサービス業中

心の国の資源効率性に影響を与える。資源代替の便

益にも影響を与える。例えば、バイオエネルギー製

品はエネルギー需要において化石燃料の代替となり

える。しかし、どちらの負荷が低いかを明確にする前

に、土地利用や加工や輸送に伴う排出量の点で、双

方について全ライフサイクル影響評価を比較する必

要がある。

以上のことから、政策決定者にとって問題は相当に複

雑である。本報告書で取り上げた資源やシステムは、

単に実務上の理由から別々の省が担当することが一

般的である。これは無理からぬことでもあり、政策

決定者は特定の問題に取り組み、やりやすい部分で

目立つ成果を上げることができるため利点も大きい。

しかし同時に、政策決定者は資源別、部門別のアプ

ローチと、部門や資源の違いを超えてサプライチェー

ン全体を捉える視点とのバランスを図ることが強く望

まれる。それは、個々の政策的措置の望ましくない

結果が見過ごされることを避けるためでもあり、また、

部門や資源をより包括的に捉えればウィンウィンの機

会となる可能性があることを意識し続けるためでもあ

る。
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4.1 資源効率化の喫緊性と機会

資源効率性の向上の喫緊性は、人口増加と経済成長

が現在の生産と消費の形態と相まって、天然資源や

環境に圧力を与えていることから生じている。こうし

た圧力はある種の脅威であり、もしそれに対処しなけ

れば、国際社会が SDGs やパリ協定の気候目標を達

成することは不可能になるかもしれず、もしくは、そ

の達成のための費用がさらに高騰し、持続可能な開

発やすべての人々のためのよりよい未来の実現は危

ぶまれる。

それぞれの国の経済を運営しつつ、資源効率性を漸

進的かつイノベーション主導により向上させるため、

政策決定者による体系的な取り組みによって、こうし

た脅威に対処するとともに可能な限りこれを回避する

必要がある。そのためには、経済プロセスが物質・

エネルギーを有益な形に転換する際に用いる技術の

効率を向上させ、関連する環境影響の低減を図ると

ともに、資源生産性、すなわち物質やエネルギーの

単位あたりのインプットに対して経済プロセスが付加

する価値を増大させる必要がある。

4. 結論 
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資源効率性の向上によってもたらされる機会は、経

済成長を引き上げ雇用を創出する可能性がある。資

源効率性の向上がもたらす便益は、資源ボトルネック、

環境汚染および気候変動のコスト削減分も考慮に入

れれば、さらに大きいものになるだろう。

しかしながら、なんらかの支援がなければ、市場は、

こうした高いレベルの資源効率性は実現できない。

本研究は、資源効率性向上による成長の引き上げや

雇用の拡大は様々なメカニズムによって生み出される

ことを示唆している。市場だけで達成するよりも、早

い速度によるイノベーションと技術変革を加速化させ

るメカニズムである。具体的には、政策主導による

資源効率的インフラと製品に対する高い投資、明晰

かつ対象を明確化した規制の実施、資源効率型の製

品や工程に対する経済的な見返りが多くなるよう人件

費と原材料費のバランスを調整する環境税やその他

財政政策改革である。環境税制改革は、資源効率性

向上による経済活動の増加が資源消費の減少や環境

汚染の軽減による便益を相殺するリバウンド効果を回

避する上で特に重要となる。資源効率性向上を促進

する政策オプションに関する詳細な分析や指針につい

ては、まさにこのテーマについて OECD が G7 の要

請により作成した報告書があるので、そちらを参照さ

れたい。

資源効率性向上がもたらす金銭面や雇用面の便益は、

人間の福利厚生にとって極めて重要なことが多い非

金銭的な便益によって大きく強化される。その便益

は、とりわけ資源安全保障、環境汚染の低減、健康

の増進、環境の質の向上、生物多様性の喪失の抑制

によってもたらされる。また、資源効率性は資源の

社会的配分を改善する機会を提供する。資源の量と

質に対する負荷を軽減すれば、社会的弱者や貧困層

が必要とする資源を利用しやすくなる。つまり、資源

効率性の課題は、確実で公平な資源へのアクセスを

通じて、あらゆる国の不平等と貧困を是正する可能

性を秘めた課題でもある。したがって資源効率性の

向上は、十分な情報に基づいた適切な公共政策の追

求によって、持続可能な開発のあらゆる側面、すな

わち経済面、社会面および環境面において様々な便

益をもたらすことができる。

4.2 資源効率性向上の優良事例

資源効率性の向上に特効薬はない。必要な対策は、

技術的、経済的その他政策関連のものも含めて、部

門や資源ごとに異なる。この政策決定者向け要約や

その完成版である評価報告書の内容には資源効率的

解決策の例が多数含まれており、資源管理における

高い効率を達成する方法が示されている。その方策
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は細かい部分で異なっている－様々な資源、経済部

門、工程等を扱っているため－が、いつくかの共通点

もある。それを以下で説明する。

資源効率性の向上を阻害する大きな障壁がある。資

源効率性の向上は、市場の力だけでは実現できない。

これが事実でないとしたら、現在よりもはるかに高い

資源効率性が当たり前になっていることだろう。様々

な経済主体は、政策決定者と連携し、資源効率化

の加速化に向けた協調行動を取らなければならない。

そのためには、より資源効率的な取り組みに向けた

強力かつ新たなインセンティブがなければならない。

短期的なリターンと長期的なリターンの対立という課

題がある。価格が不安定で短期の投資回収が求めら

れる産業部門の企業、あるいは資本が限られている

他の主体にとっては、資源効率性への投資が不可能

な場合もある。この問題は、経済は急速に拡大して

いるが、都市部などで戦略的な資源効率的介入を展

開するための資源が不足している途上国にも該当す

るかもしれない。この問題に対処する方法はいくつ

かある。例えば、集約的投入による短期的な収益回

収ではなく長期的な生産性向上と土地の質の維持・

回復を重視した「辛抱強い」資本や開発資金の提供、

企業が長期的な投資の正当性を高められるような価

格が不安定な分野の企業に対する支援や各分野にわ

たる政策見通しの明確な展望の提供、さらには、途

上国やその都市が長期的な省資源インフラ整備計画

を策定できるような資金援助の提供などである。

資源効率と経済効率は必ずしも連動していない。例

えば、低い原材料費と高い人件費のトレードオフ関係

により、物質を廃棄する方がその無駄の回避のため

の労働力に投資するよりも費用がかからないことがあ

る。この障壁を克服する方法としては、外部性への

課金化、資源採取税の導入による物質価格の引き上

げとそれによる効率的な使用のための経済インセン

ティブ付与、価格の乱高下の緩和のための機動的な

税の活用による不安定性と将来不確実性の軽減、労

働力節約のための物質への支払いではなく原材料を

節約するための労働への支払いを促進するようなイ

ンセンティブの考案、などが考えられる。

進行する都市化はより資源効率的に進められるべき

である。世界の多くの国で出現・拡大している町や

都市にとって、資源効率性がその指針となる必要が

ある。この指針を建築、交通システムおよびインフラ

に適用し、最新の情報通信技術を最大源に活用する

ことによって、物質、水およびエネルギーの調整管

理が可能となる。そのようなインフラに対しては公共
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投資と民間投資が必要になるかもしれない。

物流やサプライチェーン関連の諸問題に対処しなけれ

ばならない。資源の再利用やリサイクルには、製品

のサプライチェーンとは逆の方向に使用済み物質を

動かすことが必要である。そのためには、様々な主

体が資源管理の計画や物質・製品の供給・返却の物

流に対して協調したアプローチを取る必要がある。例

えば産業共生のように、こうした分野を統合的に検討

することによって相乗効果や便益が生まれる。

資源効率性を阻害するような規制は変えるべきであ

る。例えば、線的な物質管理チェーンの管理を目的

として設定された規則の場合、廃棄物に分類された

物質が再びサプライチェーンに組み込まれることがで

きない可能性がある。そのため、物質、水およびエ

ネルギーのフローに関する規制は、人間の健康と環

境を保護しつつ、循環型の資源フローを可能にする

ように改正すべきと考えられる。具体的には、廃棄物

管理の諸定義や諸規定の再検討や非生産的な補助金

の廃止などの検討である。資源効率化による「敗者」

の問題も対処が必要である。産業部門によっては物

質採取量の削減は収益減や雇用喪失を招くからであ

る。これに関しては、移行に伴う諸問題に適切に対処

するとともに、「敗者」に対する適切な補償を検討す

ることが重要である。ただし、資源効率性は他の分

野の雇用を創出する効果があることに注意したい。し

たがって、資源効率化に抵抗したり、資源効率性の

低い事業（いずれにせよ衰退するかもしれないが）

を促進するより、余剰労働力を資源効率性の高い部

門や事業に振り向けたり、そのための再教育を実施

するプログラムを策定する方が望ましいと考えられる。

資源効率性のいくつかの側面には限界がある。とり

わけ、リサイクルの方がエネルギー効率が悪くなる分

岐点も場合によっては存在する。資源効率性向上の

取り組みによる別の環境影響や異なる資源間の相互
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作用によって、問題を複雑化させ、意図しない結果

を生む可能性もある。このような状況に対処するた

めには、システム全体を捉えるアプローチを用いて資

源消費や製品の影響をライフサイクルや消費と生産

の観点から評価する必要がある。その際、必要に応

じて、政策の策定や修正に用いた知見を活用すべき

である。

資源効率性について国別・国際的な目標を採択し、

その目標に対する進捗状況をモニタリングすべきで

ある。政策決定者や企業が資源効率性を優先課題と

する強力なインセンティブとなりうる。資源効率性が

SDGs の実現に不可欠であることを自覚すれば、状

況はある程度は改善されるだろう。しかしながら、資

源効率性に関する具体的な目標や物質、水、土地、

炭素などの主要資源を対象とした複数の目標が、状

況の改善を促進するともに将来に関する認識を政府、

産業界および社会で共有化する上で有効であること

も認識すべきである。各国の資源消費や資源効率性

を調和された方法で評価し、その結果を定期的に公

表すれば、GDP 成長と同じように、資源効率性が注

目を集め、その向上に対する意欲も高まるかもしれ

ない。

SDGs の実現やパリ協定で表明された GHG 排出量

削減への決意とも関係していることを踏まえると、資

源効率性の改善は、世界レベルで実施することは持

続可能な開発を現在、将来にわたって実現するため

の最優先課題と位置づけられる。

世界有数の豊かさと活発な経済活動を誇る国々で何

ができるのかを示すための主導的な役割を G7 国が

果たす上で、先頃設立された「資源効率性のための

G7 アライアンス」は歓迎すべき取り組みである。同

時に、全人類の利益のためにより資源効率的で持続

可能な開発の道を歩むため G7 国、他の先進国、新

興国、途上国において、協調行動を進める余地は大

きく、また早急に必要でもある。国際社会は、あら

ゆるレベルにおける継続的な交流、パートナーシップ、

協力を通じ、SDGs の合意に導いた精神と共通の思

いを形にする相互支援、学び、そして能力開発をす

すめることによって、これを支援することができる。
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過去数十年間にわたり、人類の繁栄と福利厚生の

面ではめざましい進歩がなされてきたにもかかわら

ず、その裏には自然環境の劣化や天然資源の枯渇と

いう犠牲があった。豊かな人口の増加と成長に伴う

ニーズに対するためには、天然資源の採取量を現在

の 850 億トンから 2050 年までに 1,860 億トンに引き

上げる必要があるが、不可逆的な環境破壊をもたら

し、人類の生存と開発に欠かせない資源を継続的に

供給する地球の能力を毀損しかねない。

本報告書の分析結果によれば、資源効率性を向上さ

せ気候変動に対処する政策や取り組みを実施すれば、

ベースラインと比較して 2050 年までに世界の資源採

取量を最大で 28% 削減することができる。資源採掘

の速度を低下させることに加えて、世界の経済活動

を 1% 増加させるとともに、温室効果ガス排出量を

60％削減することができる。

本報告書は、G7 国の首脳からの依頼を受けて、持

続可能な開発の重要な要素として資源効率性を促進

する観点から UNEP 国際資源パネルが作成したもの

である。本書の作成にあたっては、資源効率性の見

通しと方策を評価し明らかにするために厳密な調査を

実施した。資源消費の効率化が、物質、エネルギー、

バイオマスおよび水の世界消費量を削減しその消費

による環境影響を軽減しつつ、経済成長、雇用およ

び開発にどのように貢献できるかについて検討した。

世界各国の様々な部門における資源効率性向上の優

良事例も多く掲載した。こうした優れた取り組みに学

んでその拡大を図るとともに、資源効率性向上に伴

う社会的、環境的および経済的な便益を各国が享受

できるような転換政策を策定・実施することが政策決

定者に課せられた課題である。資源を効率的かつ持

続可能に使用するための野心的な取り組みは、持続

可能な開発に関する 2030 アジェンダや気候変動パリ

協定における公約の達成、すなわち、より公平で持

続可能な未来の実現にむけた道筋を世界が歩む一助

となる。
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